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序     文 
 
パナマ共和国の首都であるパナマ市（人口約80万人）は1999年の法律改正によって首都圏の廃

棄物管理業務をパナマ国政府から移管され、実施しています。パナマ市の急激な都市化と、それ

に伴う廃棄物問題が深刻化したため、JICAは先方からの要請を受け、2001年11月から2003年3月に
かけ、開発調査「パナマ行政区廃棄物管理計画調査」を実施し、2015年を目標年次とする廃棄物
管理マスタープラン（以下「M/P」）を策定するとともに、併せて優先プロジェクト（最終処分場、
中継輸送）にかかる実現可能性調査を実施しました。開発調査終了後、パナマ市はM/Pの提言を受
けて独自予算で収集車輌を調達し、また、最終処分場の拡張を実施するなど廃棄物管理能力の強

化を積極的に行いました。そうした中で、M/P策定段階では想定していなかった関係省庁等の行政
組織間の調整や、制限ある予算の適切な配分等、組織・行政、及び財政面に関する課題が多数存

在することが判明しました。 
このような状況から、パナマ市は、M/Pで示された将来像を具現化するためには、目前の課題を

解決する適切な方策の習得が必要であると判断し、廃棄物管理分野の技術協力プロジェクトを、

パナマ国政府を通じて日本政府に要請しました。JICAはこの要請に基づいて協力準備を行った後、
2007年1月より3年間の予定で、技術協力プロジェクト「パナマ行政区廃棄物管理強化プロジェク
ト」を開始しました。 
今般、プロジェクトの終了を迎えるにあたり、これまでの活動実績に対する評価を行うことを

目的として、天野史郎国際協力専門員を日本側の総括とし、パナマ側関係機関との共同作業によ

り終了時評価調査を実施しました。 
本報告書は、上記調査の調査・協議結果をとりまとめたものであり、廃棄物関連分野の今後の

技術協力にあたって、関係方面に広く活用されることを願うものです。 
終わりに、調査にご協力とご支援を頂いた関係各位に対して深く謝意を表するとともに、引き

続き一層のご支援をお願いする次第です。 
 
平成22年5月 

 
独立行政法人国際協力機構 

地球環境部長 中川 聞夫 
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終了時評価調査要約表 
１．案件の概要 

国名：パナマ共和国 案件名：パナマ行政区廃棄物管理強化プロジェクト 

分野：廃棄物管理 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：JICA地球環境部環境管理グループ 
環境管理第二課 

協力金額（評価時点）：3.2億円 

先方関係機関：パナマ行政区清掃局（DIMAUD）  協力期間 （R/D）：2007年1月～2009月12月 

日本側協力機関：（株）国際航業、（株）エックス都

市研究所 

 

 １－１ 協力の背景と概要 

 パナマ共和国の首都であるパナマ市（人口約80万人）は1999年の法律改正によって首都圏の
廃棄物管理業務をパナマ国政府から移管され、実施している。2001年11月から2003年3月にかけ、
JICA開発調査「パナマ行政区廃棄物管理計画調査」が実施され、2015年を目標年次とする廃棄
物管理マスタープラン（Master Plan：M/P）が策定され、併せて優先プロジェクト（最終処分場、
中継輸送）にかかる実現可能性調査が実施された。開発調査終了後、パナマ市はM/Pの提言を受
けて独自予算で収集車輌を調達し、また、最終処分場の拡張を実施するなど廃棄物管理能力の

強化を積極的に行っている。そうした中で、M/P策定段階では想定していなかった関係省庁等の
行政組織間の調整や、制限ある予算の適切な配分等、組織・行政、及び財政面に関する課題が

多数存在することが判明した。他方、パナマ市以外の自治体においては、基本的な廃棄物管理

にかかる計画策定及び実施能力が十分とは言えず、最終処分場の運営管理、収集・運搬システ

ムの改善、環境教育の実践等、都市部より初歩的課題が多い。 

 このような状況から、パナマ市は、M/Pで示された将来像を具現化するためには、目前の課題
を解決する適切な方策の習得が必要であると判断し、廃棄物管理分野の技術協力プロジェクト

を、パナマ国政府を通じて日本政府に要請した。JICAはこの要請に基づき、2006年7月に事前調
査を実施し、2006年7月にR/D署名を了した。本プロジェクトはパナマ行政区清掃局（DIMAUD：
Municipal Bureau for Urban and Household Cleansing）をカウンターパート（Counterpart：C/P）
機関とし、パナマ行政区での廃棄物管理サービス改善を通じ、C/Pが廃棄物管理に関する知識・
技術を身につけ、持続可能な廃棄物管理実施能力向上を支援することを目的として2007年1月よ
り3年間の予定で協力を開始しており、2008年8月に中間レビューを実施した。 2009年12月の
プロジェクト終了にむけてこれまでの活動実績を評価し、残り期間でプロジェクト目標を達成

するために必要な提言、今後の同分野プロジェクトへの教訓を抽出することを目的に終了時評

価調査を実施した。 

 

 １－２ 協力内容 

 本プロジェクトは、パナマ行政区での廃棄物管理サービス改善を通じ、C/Pが廃棄物管理に関
する知識・技術を身につけ、持続可能な廃棄物管理実施能力向上を支援することをめざす。 

  （1）上位目標   

パナマ行政区において持続的な廃棄物管理が確立される 



 

ii 

  （2）プロジェクト目標   

DIMAUDが実施する廃棄物管理サービスが改善される 
 

  （3）アウトプット 
1）アウトプット 1：収集サービス及び収集に関する市民連携が強化される 
2）アウトプット 2：中継輸送システム構築に向けた準備が行われる 
3）アウトプット 3：収集車両管理が改善される 
4）アウトプット 4：最終処分システムが改善される 
5）アウトプット 5：組織運営体制が改善される 

 

  （4）投入（評価時点） 
日本側： 総投入額：3.2億円 

専門家派遣のべ9名   機材供与 2万6千ドル  
研修員受入27名（C/P研修6名、第三国研修21名） 
ローカルコスト負担6,225万3,000円（57,500米ドル相当） 

 

パナマ側：カウンターパート配置 55名  
施設（専門家執務室） 収集車両60台、ローカルコスト負担16万米ドル 

 

２．評価調査団の概要 

 

調 査 者 総括     ：天野 史郎（JICA国際協力専門員） 
環境協力   ：森 尚樹（JICA地球環境部次長兼環境管理グループ長） 
協力企画   ：谷口賀一（JICA地球環境部環境管理グループ環境管理第二課職員） 
評価分析   ：間宮 志のぶ（株式会社 国際開発アソシエイツ パーマネント・

エキスパート） 

＊スペイン語通訳としてメキシコより鈴木恵子氏が参団 

調査期間  2009年9月21日～2009年10月12日 評価種類：終了時評価 

 

３．評価結果の概要 

 ３－１ 実績の確認 

（プロジェクト目標の達成度） 

大統領選挙期間において、パナマ市行政関係者が選挙関連の業務に忙殺され、結果としてプ

ロジェクト運営に強いイニシアティブを発揮できなかったことやDIMAUDの主要な陣営の交替
があったことで、プロジェクト活動が停滞した。これらの要因は、プロジェクト目標の達成に

大きな影響を及ぼした。 

「指標1：苦情係（800ASEO）に寄せられる苦情の数が減少傾向を示す」については、800ASEO
の報告資料によると21地区の人口1,000人あたりの苦情件数（平均）はプロジェクトが実施され
る前の2006年は13.9件/1,000人であったのに対し、2008年は9.1件/1,000人に減少している。苦
情件数の減少は2008年に収集車両60台が新規に導入されたことで収集サービスの履行率が高ま
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ったことに起因していると考えられる。一方で2009年に入ってから同苦情数は上昇しているが、
これは収集車両の故障にともない収集サービスの履行率が下がったことに起因していると考え

られる。「指標2：満足度調査によるDIMAUDの顧客（市民）のサービス満足度が向上する」に
ついては、収集サービスの実施が限定的であったため、収集サービスに関する住民の満足度調

査は実施されず指標2に関するデータはない。「指標3：プロジェクト期間を通して、最終処分サ
ービスが継続される」については、最終処分場を担当するC/Pの方のインタビューによると、こ
れまで処分場サービスは途切れることもなく継続され、1日あたりの受け入れ量は2007年1,502t、
2008年1,542t、2009年1,531tと安定した状況を示している。中間評価以降に発生した外部要因（パ
ナマ市長選挙及びその後の政権交代、C/Pの大幅な交代）の影響をうけ、収集サービスに関して
は当初期待された成果が出なかったものの、最終処分場に関しては民間委託への移行は順調に

なされており、プロジェクト目標は“部分的に達成されている”といえる。 

 

（アウトプットの達成度） 

1）アウトプット1は、部分的に達成されている。外部条件（パナマ市長選挙及びその後の政
権交代、C/Pの大幅な交代）による影響をうけ、改善ルートの実施が限定的となり、指標達成
は困難であったものの、収集サービス関連のデータの集約、分析、改善ルートの設計、住民

周知の活動についてC/Pのキャパシティ・ディベロップメントがなされ、収集サービス改善の
ための強固な基盤が構築された。C/P収集サービス関連のデータでは作業履行率、時間あたり
の収集量、シフトあたりの作業時間などのデータが継続的に入手できるようになった。21地
区のうち14地区のルート再設計を完了した。広報、市民連携関連にマニュアルが作成された。
新しく統合された戦略コミュニケーション部ではC/Pがキーパーソンとして位置づけられて
いる。今後は新体制の下で関連部署が連携して改善ルートを実施する努力が継続されれば、

収集サービス及び収集に関する市民連携の強化が為されると期待できる。 

 

2）アウトプット2は、先方負担事項として設定した中継基地用の土地の確保が進まなかった
ため、中間評価時においてプロジェクトの枠外となり、今回の調査の評価対象ではない。中

間評価調査以降も、中継基地用の土地の選定活動が継続され中継基地建設のためのマニュア

ルや報告書も作成されており、中継基地用の土地が確保されれば、DIMAUDは独自に中継基
地建設を進めていくことができる。 

 

3）アウトプット3は部分的に達成されている。データ入力用のコンピューターの調達に時間
がかかったことから修理関連のデータ入力が開始されたのは2009年7月になってからであっ
たが、これまで手作業で行われていた車輌維持管理にかかる記録が、データベース化され、

収集車両の不稼働時間、修理部品や修理内容、修理にかかった時間等、種々の指標データが

出力できるようになった。AB両地区に関するデータが定期的に出力され、それらの指標デー
タを分析できるようになるには、今後の継続的な努力が必要となる。 

 

4）アウトプット4は十分に達成されている。最終処分場は民間企業に委託され、順調に運営
されつつある。作成されたマニュアルに沿ってEtapa2の埋立密度及び容量が2007年7月から12
月の間に定期的に計測され、計測結果を反映して処分場作業を実施すべき旨提案しており、



 

iv 

2009年1月2日に最初の計測が行われた。委託機関による処分場運営実施体制を監督する
DIMAUDは検査官の追加を提案し、現在はDIMAUDから1名のコーディネーター、3名の検査
官合計4名が業務用チェックリストに基づいて処分場運営の監督にあたっている。環境庁との
協議の結果、最終処分場が国の規定の水準に達しているかを確認するPAMA（環境調整・管理
プログラム）の監査が実施され、実施を受け持つコンサルタント会社（ITS PANAMA）から
は報告書が提出された。第1回目の監査は2009年5月に、2名の技師の監視のもと最終処分場内
で行われた。その結果、最終処分場は92％の充足率であった。以上のとおり、アウトプット4
は達成レベルを検証する指標についてすべて達成している。 

 

5）アウトプット5はおおむね達成されている。組織運営については、中間評価調査時におい
て、部署間のコミュニケーションと情報共有を促進し、相互の連携を効果的にする必要があ

ることが指摘されたが、外部要因（パナマ市長選挙及びその後の政権交代、C/Pの大幅な交代）
の影響で、組織体制の改善はなされず、部署間連携の強化を目的とした活動は実施されてい

ない。一方で市行政部門、民間企業、NGOやコミュニティの住民を対象に、対外的にプロジ
ェクト活動について周知し、廃棄物管理の重要性について理解促進をはかるプロジェクトセ

ミナーが開催されている。新体制下では部署間のコミュニケーションが改善されつつあり、

新しい組織運営のアプローチによってDIMAUDの部署間の相互関係が今後強化されることが
期待できる。 

 情報管理については、収集サービス関連データ、車輌維持管理（メンテナンス）データ、

最終処分場の受け入れデータなど、プロジェクトによって構築されたデータベースは廃棄物

管理に関する情報管理体制の基盤づくりに大きく貢献しており、これらはすでに日常業務に

組み入れられている。廃棄物管理の情報ネットワークが構築されたことで組織内の情報が分

析加工され、運営指標データとして定期的に提示されるようになった。このように、組織運

営については進展はみられなかったものの、情報管理については目標を達成している。 

 

 ３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性 
パナマ行政区では近郊の河川及び海洋の汚染が深刻な状況であり、環境問題に関する関心

は高く、その対処の必要性、優先性は広く認識されており、廃棄物管理に関する技術支援に

関して、パナマ市行政のニーズは極めて高い。2009年7月に発足した新政権の選挙公約では環
境保護を優先的に対処し、都市計画や行政サービスを向上させることが掲げられている。特

に都市部のごみの収集サービスの改善が必要であるとしている。対パナマのJICA事業開発計
画では、環境保全は優先課題の一つであり、市行政の環境管理に対する行政の能力強化が必

要であるとしている。また、本プロジェクトではパナマの自助努力（オーナーシップ）を尊

重し、収集車両配備、中継基地用の土地確保などをパナマ側負担とし、わが国が廃棄物管理

の目標達成を側面支援するアプローチを取り入れた。DIMAUDはパナマ行政区の廃棄物管理
を担う大規模な行政組織であり、JICA開発調査におけるカウンターパート機関として、わが
国とともに廃棄物管理に取り組んできており、日本との協力に精通している。また、JICA開
発調査において育成された人材も多く彼らの経験を有効に活用することができる。以上の点

から、本プロジェクトはパナマ政府の政策、ターゲットグループのニーズ、及び日本の対パ
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ナマ援助政策にも合致しており、終了時評価時点においても妥当性は高いと判断される。尚、

パナマ側の負担事項が履行されなかった場合のリスク回避の具体的な対策についての協議・

検討をより徹底して行っていれば、対策の実施がより円滑に行われていたと考えられる。 

 

（2）有効性 
本プロジェクトのプロジェクト目標の達成は“部分的に達成されている”といえる。各ア

ウトプットはプロジェクト目標の達成に密接に関連している。アウトプット1は、科学的分析
に基づく計画により収集運搬を確実に実施し、かつ、業務の効率化をめざすことと、対象地

区の住民のごみ収集に関する情報の周知及び意識向上を図ることの2つが含まれている。アウ
トプット3はごみ収集車の維持管理を徹底し収集車両の稼動率を向上させることによって、ア
ウトプット1の達成に貢献する。アウトプット4は、最終処分場の効果的な運営（民間委託）
によって環境影響を緩和すると共に処分場内での収集車両のトラブルの減少によりアウトプ

ット1にも貢献する。これら4つのアウトプットが廃棄物管理の技術面での業務改善をめざす
一方で、アウトプット5では、組織運営体制、情報管理体制の改善を通して各アウトプットの
達成を促進する。尚、外部条件（パナマ市長選挙及びその後の政権交代、C/Pの大幅な交代）
の影響で、アウトプット1の達成は限定的となった。また機材調達の遅れからアウトプット3
の達成も計画を下回る結果となった。大統領選挙期間において、パナマ市行政関係者が選挙

関連の業務に忙殺され、結果としてプロジェクト活動を優先的に進めることが出来ず、プロ

ジェクト運営に強いイニシアティブを発揮できなかったことから、2008年末以降2009年5月
（選挙）まではプロジェクト活動の実施が制約された。中間評価以降はこのことがプロジェ

クト目標達成の阻害要因となった。以上のことから、本プロジェクトの有効性は比較的低い

といえる。 

 

（3）効率性 
収集車両の故障が頻発したこと、機材調達の遅れ、大統領選挙期間に関連した活動の停滞

などがプロジェクト後半における効率性に影響を与えた。日本側の投入は計画どおり実施さ

れた。特に第三国研修はC/Pの意欲、士気を高め知識・技術レベルの向上に大きく役立った。
また、同じ西語でコミュニケーションが取れる第三国専門家の活用も効率的な技術移転に役

立った。一方でパナマ側の投入は、政権交代とそれに伴うDIMAUD組織編成の影響をうけ、
上層部のC/P及びこれまで中心的な活躍をしてきた技術レベルのC/Pが2008年末から2009年中
ごろにかけて離職をした。このような人員の交替の影響は無視できないものの、在職のC/Pと
新しく配置された人員とが協力していけばプロジェクトの活動及び業務遂行は可能である。

予算不足の影響で予定されていた機材の調達が遅れたことで、メンテナンス部、苦情処理部

（200 ASEO）、倉庫部の活動が予定通り開始されなかった。新規に調達した60台の収集車両
の故障が相次いだことも活動の停滞を引き起こした。収集車両の運転手やメンテナンスの機

械工などに対する研修が徹底されていなかったことに起因するものであり、今後の対処が必

須である。このように投入を成果に転換する仕組みである運営体制が効果的に機能しなかっ

たことから、本プロジェクトの効率性は低いと言える。 
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（4）インパクト 
本プロジェクト実施による上位目標達成見込み（経済面での波及効果の見込み）を現時点

で検証することは困難であるが、これまでのプロジェクト実施による波及効果として、次の

点が確認された。 

・2007年の本邦研修「Waste Management Techniques for Central American Countries」に参
加したC/Pは集合住宅におけるごみ貯留の改善案を自らのアクションプランとして提案
した。帰国後にこのアイデアを他のC/Pとともに検討し、ごみ貯留に関する規則案として
取りまとめ、パナマ市に提案した。その結果、パナマ市のごみ貯留に関する条例として、

2009年6月29日に正式に施行された。 
 

・第三国研修をとおした二国間交流の結果、2008年にチリ国プロビデンシア市とパナマ市
との間に廃棄物管理に関する技術協定が結ばれ、今後両市は技術交換を通してお互いに

廃棄物管理の技術レベルの向上をめざすこととなった。 

 

・改善ルート実施の際に、収集スケジュールについて対象住民への周知がなされたが、実

施部門がスケジュールに併せて収集サービスを実施しなかったことで、住民の不信感を

招いてしまった事例がある。改善ルートの計画、実施、住民周知等の一連の業務を担当

する関係部署の緊密な連携体制が望まれる。 

 

（5）自立発展性 
政策面：パナマ市では、経済発展に伴い一般ゴミ処分量が増加の傾向にあるが、それにと

もなう廃棄物処理が完備されていない。新政権は環境問題を重要視しており、特にゴミ収集

については住民の意識改革などに力を入れており、関連の広報活動などを積極的に展開して

いる。またパナマ市民のごみ収集サービスの改善へのニーズは高く、このような状況につい

て収集サービスの改善は急務であることから政府の政策支援は継続される見込みは極めて高

い。 

 

組織面：DIMAUDの今後の組織運営は新体制の方針によるところが大きいが、パナマ市の
清掃を担う唯一の行政組織であり、引き続き廃棄物管理の重要な組織としての役割を担って

いくと考えられる。 

 

財政面：現時点で今後の予算配分の見込みを検証することは困難である。本調査での

DIMAUD上層部からの聞き取り調査によると、新体制では必要な予算の確保に継続的な努力
をしていくとしている。 

 

技術面：個々人の習得した知識・技術はパナマ側の現状に沿っており応用可能な有益なも

のであることが確認されている。それらの多くは現場で活用されている。廃棄物管理に関す

るデータベースの構築は収集サービス、メンテナンス、処分場運営の改善を促進するだけで

なく、出力される経営指標はDIMAUDの今後の運営方針を検討するうえでも大変役立つもの
である。またプロジェクトでは人員の異動などに対応すべく多種の業務マニュアルやガイド
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ブックを作成しており、これらのツールを有効に活用し、在職者及び新規に配置された人材

が互いに協力できれば、導入した技術の定着は見込める。更に、チリ国プロビデンシア市と

の技術交換協定は、相互の技術レベルの向上に役立つことが期待できる。 

 

 ３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 
技術移転項目選定の適切性：個々人の習得した知識・技術はパナマ側の現状に沿っており

現業体制に組み込まれる応用可能な有益なものであった。特にJICA専門家によって導入され
たデータ管理技術はパナマ側の急務の課題となっている廃棄物管理の向上にとって適時にか

なったものであり、妥当性を高めた要因といえる。 

 

（2）実施プロセスに関すること 
第三国専門家の効果的活用：同じ中南米地域の第三国専門家を活用したことは、同じ西語

でコミュニケーションが取れ、また国の発展度合い等の条件も共通するところが多いため、

C/Pの評価も高く、効率性に貢献した要員といえる。 
 

第三国研修の効果的活用：第三国研修は、近隣諸国間での知識や技術を交換し、相互に励

ましあう機会として効果的である。また自国の課題を第三者的な視点で見直す機会ともなり、

相互のキャパシティ・ディべロップメントを促進し、効率性に貢献した要因といえる。 

 

知識・技術の維持のための工夫：本プロジェクトでは人事異動などの起こりうる変化に対

応するため、業務マニュアルやガイドブックが多種作成された。新規に配置されたC/Pへの技
術レベルの向上やプロジェクト終了後の技術定着を助けるものである。このことは技術面の

自立発展性促進への貢献要因となっている。 

 

 ３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 
リスク回避に対する効果的な対策の欠如：十分な収集車両を調達して、改善ルートを実施

するなどプロジェクト活動推進にはパナマ側の強いオーナーシップが期待されていたが、実

際は車輌の調達が遅延し、プロジェクト活動の進捗に大きく影響が出た。このようなプロジ

ェクトの進捗に大きな影響を与えるリスクをある程度考慮に入れ、プロジェクト実施前にパ

ナマ側、日本側双方で検討しておく必要があったといえる。このことは妥当性に影響を与え、

効率性を阻害した要因といえる。 

 

（2）実施プロセスに関すること 
マネジメントレベルのイニシアティブの欠如：大統領選挙期間において、パナマ市行政関

係者が選挙関連の業務に忙殺され、彼らがプロジェクト運営に強いイニシアティブを発揮し

なかったことで活動が停滞した。また、新規調達した収集車両使用に関する研修の必要性が

実施部門から指摘されたものの、マネジメントレベルの決定が下されなかったことで研修が

行われず、その結果として十分な操作技術をもたない運転手の操縦、また適切な修理技術を
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習得していない機械工による対応で新規車輌が頻繁に故障する結果となった。このようなマ

ネジメントレベルのイニシアティブの欠如は有効性及び効率性を阻害した要因といえる。 

 

プロジェクト運営管理にかかるC/Pの巻き込みが不十分であったこと：プロジェクト開始時
に本プロジェクトに関しての情報（プロジェクトの目標、活動内容、関係者等）が、プロジ

ェクトとのかかわりが深かった計画部門からそれ以外の部署へうまく共有されなかったこと

により、部署間の連携、組織内での協力体制構築がなかなか進まず、プロジェクト活動の進

捗を阻害する結果となった。こうした問題は、有効性を阻害した要因といえる。 

 

メンテナンス、倉庫、800ASEOにおける機材調達の遅れ：メンテナンス、倉庫、800ASEO
にデータベースを構築するためにパナマ側は独自に数台のPCを購入する計画であったが、予
算不足から予定された時期までに機材を調達することができなかった。その結果として、当

該部門でのデータベース構築の技術移転が計画よりも遅れることとなった。このことは効率

性を阻害する要因となった。 

 

 

 ３－５ 結論 

合同評価調査の結果を踏まえ、終了時評価時点において、妥当性は高いものの、以下の理由

から、有効性、効率性は低いと判断され、また、プロジェクト目標は“部分的に達成された”

という評価となった。また、第三国研修を通じてチリ国プロビデンシア市とパナマ市の間に技

術協定が結ばれるなどいくつかの正のインパクトが見られる。廃棄物管理は今後もパナマ市に

とって引き続き重要な課題となることから、政策面、組織面、財政面での自立発展性は高いと

いえ、技術面ではDIMAUDが本プロジェクトの成果を活用して活動を広げていくことで自立発
展性が高まると判断される。 

有効性、効率性は低いと判断され、また、プロジェクト目標は“部分的に達成された”とい

う評価となったのは、収集サービス改善をめざした改善ルートの実施が限定的となったことが

主な要因であるが、その背景には①選挙活動期間において、トップマネジメントレベルの強い

イニシアティブがなかったこと、②収集車両の絶対数及び収集サービス実施の要員が不足して

いたこと、③計画部門、実施部門、その他関連の部門間のコミュニケーション、協力が制約さ

れていたこと、④現場レベルの人員の変化に対する抵抗があったことなど、実務部門が改善ル

ート実施に協力できなかったいくつかの要因があった。これらの阻害要因により、プロジェク

ト活動に影響が出たものの、一方で本プロジェクト実施によってDIMAUDのキャパシティが確
実に向上していることは確認できた。特に、収集ルートの設計ができるようになり、車輌の維

持管理が効果的になり、民間委託になった最終処分場の監督が順調になされるとともに、情報

管理の統合と関連のマニュアルとガイドブックの作成ができた。今後、実施が限定的となった

改善ルートの実施を進捗させるためには、日本側が追加的な投入を行うというよりはむしろ、

新体制の下でDIMAUDが強いイニシアティブを発揮し、本プロジェクトの成果を活用していく
ことが必要である。上記の理由から、本プロジェクトは予定どおり2009年12月で終了可能と判
断される。 
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 ３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

1．プロジェクトの自立発展をはかるために、プロジェクトによって構築された情報管理シス
テムや各種業務マニュアルなどを活用し、組織に定着させる必要がある。その際に、適切な

人員配置、組織内での研修、予算手当て等を実施することが重要である。 

 

2．収集サービスの改善を達成するためには、再設計されたルートに基づいて収集作業を確実
に実施に移すことが重要である。そのために、追加の収集車両の確保とともに、既存車両の

メンテナンスを行い、新しい車両のメンテナンスに関するトレーニングを行う必要がある。 

 

3．新しい組織体制のもとで、部門への権限委譲や上下間及び部門間のコミュニケーションの
改善が実施されつつあるところ、これを引き続き強化することが望まれる。 

 

4．市民の協力を得るためには、継続的な啓発が重要である。プロジェクトで作成したパンフ
レット等の広報ツールを活用し、一般市民に対する働きかけを強化することが必要である。 

 

5．日本の協力により策定された廃棄物マスタープラン（2003年）や2009年2月にプロジェク
トによって提言された戦略計画が十分検討され、市及びDIMAUDの今後の方針や政策の中に
取り入れられることを期待する。 

 

３－７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、

運営管理に参考となる事柄） 

1．外部条件が満たされなかったことがプロジェクト全体に及ぼした影響が大きい。プロジェ
クトのフレームワークを考慮するにあたって、外部条件が満たされなかった場合にどのよう

な対処方法があるか、対応を行うのかをあらかじめC/P側と協議して合意を図っておくことが
重要である。 

 

2．当初、DIMAUDの計画部門を中心としてプロジェクト活動を実施したため、実際の廃棄物
管理サービスの担い手である実施部門のプロジェクトへの巻き込みが不十分であった。その

結果、計画部門のキャパシティは向上したものの、作られた計画が実施に移されないという

問題が発生した。それに加え、プロジェクトの実施が関係者の既得権益を侵す部分もあった

ため、一部の関係者がプロジェクトの実施に非協力的であるという問題もあった。前者の問

題は、プロジェクトの形成段階で、C/Pメンバーの構成及び活動の組立に留意してプロジェク
ト内容を検討する、ステークホルダーを集めたワークショップを実施して統一見解をまとめ

るといった対応が考えられるが、後者の問題は専門家の努力だけでは解決が難しく、C/P機関
の上層部によるトップダウン方式の意思決定を促すことが重要である。 
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Summary of Terminal Evaluation 

 

１.Outline of the Project 

Country:Republic of Panama Project Title：The Project for Improvement of Solid Waste 

Management for the Municipality of Panama in the 

Republic of Panama  

Sector：Waste Management Cooperation Scheme：Technical Cooperation Project 

Division in Charge：Environmental Management 

Division 2, Environmental Management Group, 

Global Environmental Department  

Totak Cost（at the time of evaluation）：332 million yen 

Partner Country’s Implementation Agency：Municipal 

Bureau for Urban and Household Cleansing （DIMAUD） 

Period of 

Cooperati

on 

(R/D): January 2007 to December 

2009 

Supporting Organization in Japan ： 、 Kokusai Kogyo 

Co.,Ltd, EX Corporation 

 

１-１ Background of the Project 

Through a legislative reform of 1999, the responsibility for solid waste management (SWM) in the Republic of 

Panama was transferred from the national government to each municipality. Since then, the SWM in Panama 

City which holds the population of around 800,000 have been carried out independently by the Municipality of 

Panama. However, the lack of knowledge and techniques in SWM resulted in insufficient collection service or 

inefficient operation management of the landfill. Therefore, the Republic of Panama requested the cooperation 

of Japan in the implementation of a development study on solid waste management. In response to this 

request, JICA conducted the development study named as “The Study on Solid Waste Management for the 

Municipality of Panama” from November 2001 through March 2003 and developed the Master Plan setting the 

year 2015 followed by the feasibility studies (F/S) of the priority projects (final disposal site and transfer 

station). 

After conclusion of the development study, the Municipality of Panama has been actively implementing 

improvement measures with its own financial resources, including the acquisition of 60 new collection vehicles, 

and the expansion of the final disposal site. However, due to the difficulties in the administrative procedures 

and coordination among related institutions and the shortage of managerial and technical staff, the 

implementation of the M/P was delayed. In order to cope with those difficulties, the Municipality of Panama 

requested, through the Central Government of Panama, the technical cooperation from Japan in the field of 

the operation and management of final disposal sites, improvement of collection and transport system, and 

implementation of environmental education.  

According to the request on the above, the JICA dispatched the Preliminary Study Mission to Panama in July 

2006 and agreed on the contents of the Project signing on the Record of Discussions (R/D) on December 15, 

2006, which stipulated the framework of the project. The project was started from January 2007 for the period 

of three years.  

In the occasion prior to the end of the Project in December 2009, a terminal evaluation is conducted to 

examine the degree of achievement on a comprehensive level in the Project. The specific objectives of the 

terminal evaluation are summarized in the next section. 

 

1-2 Project Overview 

This project aims at transfering knowledge and skill related to waste management for CPs and developing 

capacity for sustainable solid waste management therough improving solid waste management services in the 

Municipality of Panama.  

 

（１）Overall Goal  

Susutainable solid waste management in the Municipality of Panama is achieved. 

 

（２）Project Purpose  

Solid waste services in the Municipality of Panama are improved. 
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（３）Outputs 

1) Waste collection service is improved in parallel with strengthening the activities for cooperating with 

community. 

2) Preparatory work to establish the transfer and transport system is finalized. 

3) Collection vehicle management is improved. 

4) Management of the final disposal system is strengthened. 

5) Organizational operation management is improved. 

 

（４）Inputs （at the time of evaluation） 
Japanese Side: 

Cost: 320 million yen in total 
Experts: Nine(9) Experts in total    
Provision of Equipment: 26,000 US Dollar 
Training of Panamanian Counterpart Personnel: Twenty-seven (27) counterpart personnels in total 

（6 in Japan, 21 in Third Country） 
Local Cost: 62 million yen in total 

Panamanian Side: 
Counterpart Personnel: Fifty-five (55) counterpart personnels in total 
Land, office space and necessary facilities for the Project’s head office 
Waste collection vehicles: Sixty (60) vehicles 
Local Cost: 160 thousand US dollar 

 

２．Evaluation Team 

 

Member of 

Evaluation 

Team 

Leader:Shiro Amano（Senior Consultant, JICA） 

Environmental Cooperation:Naoki Mori （ Deputy Director General and Group Director for 

Environmental Management, Global Environment Department, JICA） 

Cooperation Planning:Yoshikazu Taniguchi （Environmental Management Division 2, Environmental 

Management Group, Global Environment Department, JICA） 

Evaluation Analysis:Shinobu Mamiya （Specialist, Institutional Development, Project Analysis, 

International Development Assosiates Ltd.） 

Period of 

Evaluation 

21/9/2009-12/10/2009 Type of Evaluation：Terminal Evaluation 

 

３. Result of Evaluation 

 

３-１ Achievement 
(Achievement of the Project Purpose) 
As previously mentioned, the external factors have substantial negative influences on the progress of project 
implementation. According to the report by 800 ASEO, the number of complaints by the people of the 
municipality (21 districts) has been decreased to 9.1 in average per 1,000 people in 2008 as compared with 
that of 2006 that is 13.9. For the details, see Annex 9-12. This is due to the fact that the frequency of 
collection services was increased with the sixty (60) collection vehicle newly added in 2008. However, the 
complaints in 2009 have shown the increasing trend reflecting the decreasing of frequency of collection 
services because of collection vehicle often being under repairs. (Indicator 1) 
The Project intended to examine the positive change of the satisfaction level of the community people 

toward the collection services by implementing the redesigned routes. However, the implementation of 
redesigned routes was limited, thus the follow-up satisfaction survey was not conducted. Therefore, there is 
no data available to examine this indicator. (Indicator 2) 
According to the interviews to C/Ps who performs as an inspector of landfill site, final disposal services are 

continuously provided without interruption and the average capacity of landfill per day is shown as 1.502ton in 
2007, 1,542ton in 2008 and 1,531 ton in 2009. (Indicator 3) 
The collection service has not yet brought about the tangible outcome due to the external factors emerged 

and this has made it extremely difficult for the Project to achieve the project purpose within the given project 
period. However, the landfill operation has been smoothly shifted to the private company under the concession 



 

xii 

contact and effectively supervised by the DIMAUD. In summary, the Project Purpose could be said as “partly 
achieved” 
 

（Achievement of the Outputs） 
（１）Although the Project has not yet fully achieved the indicators due to the external factors, the strong 
foundation for data consolidation, redesigning of the routes and publicity activities has been firmly established. 
In summary, the Output 1 could be said as “partly achieved”. If the Panamanian side is to continue further 
efforts, it is reasonable to presume that the capacities developed through the project activities will fully 
contribute to producing the expected outcome. 
 
２）The site investigation has been continuously conducted. The manuals for 1) Guide for Selecting a Place 

for Transfer Station, 2) Report for Site Survey, 3) Report on Private Sector Participation were developed. If 
the land for transfer station is obtained, the DIMAUD can manage to proceed the construction of transfer 
station by itself. (Indicator 2-1) The achievement level of the Output 2 will not be examined as it has been the 
outside of the framework of the Project since the Mid-term Evaluation. 
 
３）A guidebook for procurement of collection vehicles has been developed and to be used by the 

management level. Overall, a great contribution has been made to build-in the computerized data management 
system which is incorporated into the daily operation of collection vehicle management. (Indicator 3-2)  
In order to make the reporting on a regular basis for both Zone A (Pacifico) and Zone B, and to analyze the 

data, the continuous efforts should be made. The new administration of DIMAUD is planning to allocate the 
adequate personnel from other departments to be trained in order to strengthen the capacity of maintenance 
department. 
In summary, the Output 3 could be said as “partly achieved”. It is expected that the continuous efforts will 

increase the coverage of data volume and ensure the data accuracy, so that the data analysis will become 
more appropriate. 
 

４）With the consultation of ANAM, it was determined that the landfill needs to be assessed by PAMA 
(Environmental assessment program to examine the environmental management and the appropriateness ) to 
satisfy the requirement of national standard. The inspection of PAMA is to be carried out every six months 
and report is to be prepared by the consulting company (ITS PANAMA). The first inspection was conducted in 
May, 2009 at the sanitary landfill site with the presence of two engineers. The inspection covers all activities 
conducted at the site according to the check list by site visits, document review, examination of 
environmental measurement results and safety standard of work site and interviews of staff of Cerro Patacon 
as well as UPSA. The first inspection shows that landfill fulfilled the requirement (progress as opposed to the 
plan) for 92%. Inspection covers during the period of Nov 2008 to May 2009. For the details, see the Annex 9-8. 
(indicator 4-3) The next assessment is scheduled in December 2009. 
In summary, the Output 4 could be said as “satisfactorily achieved”. 
 
５）At the Mid-term Evaluation, it was strongly suggested that DIMAUD should make an effort to create 

better relation among departments through close communication and information sharing. Unfortunately, the 
external factors emerged after the Mid-term Evaluation has negatively affected the activities under this 
Output. Regular Working Group meetings have not been held since Feb. 2009, and activities to promote 
interrelationship among departments in DIMAUD have rarely been conducted. (Indicator 5-1) However, it 
should be noted that attempts were made by the Project to hold project seminars and workshops to widely 
disseminate the project activities and promote the understanding of importance of solid waste management 
for those in municipal government, private sectors, NGOs and communities. 
Substantial contribution has been made to firmly construct the necessary database of solid waste 

management services, such database as the collection service, maintenance, and in-coming waste and 
vehicles at the landfill (Cerro Patacon) with which corresponding manuals are attached. These database have 
been already utilized by the department concerned in their daily operation. Please see the Annex 9-10 for the 
diagram of these information networks. (Indicator 5-2) According to the interviews, there are currently five 
staff members in the information department who can manage the information network by themselves. As the 
new administration intends to strengthen the information management department and the number of staff will 
be increased. 
In summary, the Output 5 could be said as “mostly achieved.” With the organizational reform which 

facilitates the delegation of authorities and promotes the inter-departmental collaboration, it is assured that 
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the organizational operation management will be improved. 
 

３-２ Summary of Evaluation Results 
（１）Relevance 
The relevance of the Project is high.  
The environmental concerns have been often discussed and its necessity and priority has been widely 
recognized in the Municipality of Panama. The new administration which took the office in July 2009, although 
its policy has not yet officially come out with, has put the priority on the environmental protection and has 
expressed the need to improve the public services as well as the urban planning. And the solid waste 
management, especially the collection services in the urban areas, is one of their focused issues. In this 
respect, the project’s overall goal and project purpose have been consistent with the policy of the 
Government of Panama and its needs of the target people.  
The project has also relevant with the policy of Japanese Development Assistance. Japanese ODA policy puts 
high priority on environmental protection among three pillars in the sustainable development toward the 
assistance for Panama. According to the JICA’s Country-Specific-Assistance Program for Panama as of 
March 2007 and a Rolling Plan for Republic of Panama as of April, 2009, there is a great need to enhance the 
administrative capacity to deal with environmental management, especially for those in the Municipality.  
Furthermore, the Japanese assistance has its comparative advantages in transferring the technologies and 

her experiences of solid waste management in Latin American countries. The strong ownership was expected 
to be taken by the Panamanian side of this Project, who bears the responsibilities to implement the redesigned 
routes by allocating the sufficient collection vehicles. However, appropriate measures, in case of delay of 
procurement of collection vehicles due to the unprecedented factors, should have been discussed by both 
sides prior to the initiation of the Project. 
 

（２）Effectiveness 
The effectiveness of the Project is relatively low. 
1) Project Purpose 
As explained in 4-1-2, the Project Purpose could be said as “partly achieved”. It is expected that the 
DIMAUD will continuously make efforts to implement the redesigned routes to improve the collection services. 
2) Contribution of each output 
Each output has been contributing to the achievement of the Project Purpose in the following manner. Output 
1 is consisted of two components. The one component serves to improve the efficiencies of collection 
services in terms of quality and quantity by renovating the operational procedures in the redesigned routes. 
The other component serves to furnish the recipients with appropriate information of collection services in 
timely manner and raise their awareness. Output 3 also serves to support the Output 1 to increase the 
utilization of collection vehicles by effective maintenance. Output 4 aims to improve the final disposal system 
by supervising the management of landfill operation by the private contractor under the consignment contract. 
All these Outputs deal with the technical aspects of solid waste management. On the other hand, Output 5 
serves as the catalyst facilitating the implementation of these three Outputs by improving the organizational 
management as well as the information management. Affected by the external factors previously explained, 
the achievement of Output 1 has been limited. And the delay of necessary equipment has caused to lower the 
achievement level of Output 3.  
3) Inhibiting factors to achieve the Project Purpose 
Project activities were restricted in some degree due to the fact that the election period had distracted 

attention of some municipal authorities and the management of DIMAUD, so that the strong initiatives had not 
been taken especially to implement the redesigned routes, since the end of 2008. 
 

（３）Efficiency 
The efficiency of the Project is low.  
1) Japanese Side 
Most of the inputs from Japanese side, such as dispatch of experts, training of counterparts in Japan and local 
cost support, are executed as planned. As for the counterpart trainings in Japan and the third-country (Chile 
and Dominican Republic), it has encouraged the Panamanian C/Ps to promote their motivation to serve for 
the public services as well as to improve their technical knowledge and skills. More C/Ps from the Operation 
Dept. has participated in the trainings which greatly helped them to improve technical knowledge and skills.  
2) Panamanian Side 
As explained in the 3-1-2, due to the change of political administration and its related organizational reform of 
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DIMAUD, the management level C/Ps and some technical C/Ps who played the major role to carry out the 
project activities left the organization in the end of 2008 through the mid of 2009. Although the magnitude of 
this effect is not negligible, it is likely that remaining technical C/Ps can manage to proceed the activities by 
themselves in close collaboration with those who have been newly assigned by the new administration to 
further develop the organizational capacity. Due to the lack of budget, some of the planned equipment such as 
PCs was not procured, so that some activities in the Maintenance, Ware-house and Line 800 ASEO had not 
been started as planned. Sixty (60) collection vehicles newly procured in 2008 have already been in the state 
of frequent repair. One of the reasons is the lack of trainings for drivers as well as mechanics to familiarize 
themselves with newly purchased vehicles. Much attention should be paid to this issue as the problem has 
multiple effects on the collection services of DIMAUD. 
3) Management of the Project  
As explained in 2-4, affected by the election, the strong initiatives had not been taken especially to 

implement the redesigned routes, since the end of 2008. In 2009, those of former management left the 
organization only 6 months prior to the end of the project period, and those under the new political 
administration took it over since July 2009. The new administration has taken the positive approach to 
promote the inter-departmental communication and collaboration. It is likely that such positive measures, to 
facilitate the participation of all staff of DIMAUD, will make it possible to establish the strong and resilient 
collaboration among concerned departments. 
 

（４）Impact 
It is not appropriate to examine the likelihood of financial impact by the Project at this moment. In the 

process of evaluation, the following impacts by the Project have been observed.  
One C/P, who participated in the C/P training of Waste Management Techniques for Central American 

Countries held in Japan in 2007, prepared the action plan proposing the effective way on the temporary 
deposit of solid waste in multi family unit. This idea was shared among other project members. With the 
combined efforts of these members of the Project, this proposal was materialized as the regulation of 
“Temporary Deposit of Solid Waste in Multi Family Units” and was officially adopted by the municipality of 
Panama on 29 of June 2009. 
Third-country trainings have not only contributed to strengthen the technical capacity of C/Ps but also build 

the strong partnership with accepting organizations and cities. In 2008, the mutual agreement of technical 
cooperation in the solid waste management was exchanged between the district of Providencia, Santiago de 
Chile, Republic of Chile, and the Panama City, Republic of Panama. 
The individual interviews revealed a negative impact by the Project. In the process of implementation of 

redesigned routes, the scheduled services have not been implemented as planned in some area. In such case, 
it created the distrust in the community people who was informed of the new collection service schedule and 
waited for that. Close collaboration between the planning and operation department with well-thought-out 
measures is needed. 
 

（５）Sustainability 
The sustainability of the Project can be secured though continuous efforts by the DIMAUD. 
1) Organizational aspects 
Considering the strong environmental concerns and needs of the population, it is very likely for the 
Municipality of Panama to continue to strengthen the solid waste management with high priority. The role and 
responsibility of the DIMAUD may depend on the management strategy of the new administration; however, it 
is likely that the DIMAUD will continue to play a major role in solid waste management. 
2) Financial aspects 
It is difficult to judge the financial sustainability at this moment. However, according to the new administration, 
they will continue to make an effort to secure the necessary budget. 
3) Technical aspects 
It is confirmed that most of knowledge and technologies transferred through the project activities are 

appropriate in the context of Panama and it has been adopted in the daily operation. Database of solid waste 
management services has been already fully utilized. Such database will greatly help the management to 
improve the collection services, maintenance and landfill operations as well by providing with useful 
management indicators. In order to cover the change of personnel, the Project has developed quite number of 
manuals and guidebooks. It is likely that remaining technical C/Ps can manage to proceed the activities by 
themselves in close collaboration with those who have been newly assigned by the new administration. In 
addition, technical cooperation in the solid waste management exchanged with the district of Providencia, 
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Santiago de Chile, will serve to mutually improve the technical capacity of both parties. 
 

３-３ Factors Promoting the Achievements 

（１）Factors Concerning to Planning 

Appropriateness of the subject for technical transfer  

Most of knowledge and technologies transferred through the project activities are appropriate in the context 

of Panama and it has easily been adopted in the daily operation. Especially, it seems that the computerized 

data management introduced by the JICA experts has been very timely for Panamanian side that has planned 

to upgrade the overall solid waste management to cope with the pressing needs. 

 

（２）Factors Concerning to the Implementation Process 

・Effective technical transfer in third-country trainings  

Third-country trainings have served to encourage C/Ps to strengthen their technical capacity by mutually 

exchanging the knowledge and skills with peer partner countries. It also gives some opportunities to rethink 

their own problems from the other’s point of view. These training opportunities will mutually facilitate the 

capacity development each other.  

・Maintaining the institutional memory 

In order to cope with the personnel change, the Project has developed quite a number of manuals and 

guidebooks. It helps for Panamanian side to train those newly joined C/Ps and to maintain the institutional 

memories after the project is terminated. 

 

3-4 Factors Inhibiting the Achievement 

（１）Factors Concerning to Planning 

Lack of effective measures to cope with the unexpected risk 

The strong ownership was expected to be taken by the Panamanian side of this Project, who bears the 

responsibilities to proceed the project activities to implement the redesigned routes by allocating the 

sufficient collection vehicles. However, appropriate measures, in case of delay due to the unexpected or 

uncontrollable factors should have been discussed by both sides prior to the commencement of the Project. 

 

（２）Factors Concerning to the Implementation Process 

・Lack of strong initiative of the management level 

Project activities were restricted in some degree due to the fact that the attention of the municipal 

government was kept from the project activities during the election period, thus the strong initiatives have not 

been taken to proceed activities. The operation department made a proposal to the management level in 

regard to the training needs for those mechanics as well as the collection vehicle drivers to safely deal with 

the new collection vehicles. However, no decision was made by the management level. As a result, the new 

collection vehicles have often been under repair due to the circumstances that they were not properly 

handled. 

・Insufficient involvement of all stakeholders concerned 

Different interpretation of project concepts among staff members had made it difficult to establish the strong 

and resilient collaboration among concerned departments. In order to implement the redesigned routes for 

improving the collection services, all concerned staff should have been fully informed of the purpose and the 

importance of the project activities in the first place. 

・Delay of procurement of equipment for maintenance department, ware-house, Line 800 ASEO 

In order to construct the database for maintenance, ware-house and Line 800 ASEO, Panamanian side 

planned to obtain several PCs. However, due to the financial difficulties, the planned equipment was not 

procured. This resulted in the delay of technical transfer in the database construction for these departments. 

 

3-5 Conclusion 

From the findings of the joint evaluation study as shown in the previous chapters, the Team concludes that 

the Project Purpose has been partly achieved at the time of the Terminal Evaluation.  

The primary reason for that is because implementation of collection improvement (re-designed routes) is 

limited and minimal. Achievement of the Project Purpose requires physical improvement of collection services 

on the ground to a greater extent as one of the main outputs of the project. 
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There are several impeding factors that prevented the organization from carrying out collection improvement 
operations such as follows: 
１） lack of strong initiatives of the top management during the election period 
２） insufficient number of collection vehicles and associated human resources 
３） limited communication or coordination among planning department, operation department and 

others. 
４） reluctance to change by the operation personnel in the field 

Some of the causes of the above factors are considered as outside control of the project and others are 
within. As a result, the Project Purpose is not considered as satisfactorily achieved at the time of the Terminal 
Evaluation. 
It is however worth emphasizing that the capacity of DIMAUD has been well increased through the project 

activities in terms of planning and supporting systems such as redesigning collection routes, collection vehicle 
management, management and implementation of final disposal contract, integrated information management 
and associated various guidebooks and manuals. 
Therefore it is expected that the Project Purpose will be achieved and sustainability will also be secured if 

the new administration takes the strong initiative in implementing planned collection improvement and 
continues to make the most of the organizational capacity acquired through the project. 
 

3-6 Recommendations 
1. In order to ensure the sustainability of the project, it is necessary to utilize the integrated information 

management system and various guidebooks and manuals developed by the project and familiarize the 
organization members with those systems firmly. It is also important for the above to allocate appropriate 
personnel, conduct internal trainings and secure enough budgets. 

2. Implementation of the re-designed collection routes should be carried out for producing tangible 
improvement in the collection services. In order to do that, it is required to procure additional collection 
vehicles, improve the maintenance of the existing vehicles and conduct trainings for maintenance of new 
vehicles. 

3. Delegation of authority to each department and improvement of communication among departments are 
now being taken place under the new administration. It is desirable to continue promoting these actions. 

4. To gain the cooperation of citizens, continuous efforts to raise public awareness is essential. It is strongly 
required to encourage the citizens to be involved with activities utilizing public awareness and educational 
tools developed by the project. 

5. There have been important documents developed by Japan’s technical cooperation such as the Master 
Plan for Waste Management (2003) prepared by the previous JICA Development Study and the Strategy 
Plan proposed by the project to the management of DIMAUD in February 2009. Those plans are expected to 
be treated as a guiding principle for future decision-making of Panama city and DIMAUD in terms of solid 
waste management. 

 

3-７ Lessons Learned 
1. Appropriate remedial measures against a risk, such as important assumptions being unfulfilled, should be 

carefully examined and agreed by both parties before and after commencement of the project. 
2. It is essential for the important stakeholders within the organization to be well familiarized with as well as 

involved with the project under the strong leadership, in order for the success of the project.  
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第１章 終了時評価調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯 

パナマ共和国（以下、「パナマ」と記す）の首都であるパナマ市（人口約80万人）は1999年の法
律改正によって首都圏の廃棄物管理業務をパナマ政府から移管され、実施している。2001年11月
から2003年3月にかけ、JICA開発調査「パナマ行政区廃棄物管理計画調査」が実施され、2015年を
目標年次とする廃棄物管理M/Pが策定され、併せて優先プロジェクト（最終処分場、中継輸送）に
かかる実現可能性調査が実施された。 

開発調査終了後、パナマ市はM/Pの提言を受けて独自予算で収集車輌を調達し、また、最終処分
場の拡張を実施するなど廃棄物管理能力の強化を積極的に行っている。そうした中で、M/P策定段
階では想定していなかった関係省庁等の行政組織間の調整や、制限ある予算の適切な配分等、組

織・行政、及び財政面に関する課題が多数存在することが判明した。しかし、対応できうる管理

者、技術者が不足しているため、課題への対応が遅れた結果、M/Pの実施にも遅れが生じている。
他方、パナマ市以外の自治体においては、基本的な廃棄物管理にかかる計画策定及び実施能力が

十分とは言えず、最終処分場の運営管理、収集・運搬システムの改善、環境教育の実践等、都市

部より初歩的課題が多く、当該分野で先行しているパナマ市等に技術支援を仰いでいる状況であ

る。これらの要請に対し、パナマ市は積極的に応える意欲はあるものの、前述したように適切な

技術、体制が整わず未だ十分な対応ができていない状況である。 

このような状況から、パナマ市は、M/Pで示された将来像を具現化するためには、目前の課題を
解決する適切な方策の習得が必要であると判断し、廃棄物管理分野の技術協力プロジェクトをパ

ナマ国政府を通じて日本政府に要請した。この要請に基づき、JICAは2006年7月に事前調査を実施
し、2006年7月にR/D署名を了した。本プロジェクトはDIMAUDをC/P機関とし、パナマ行政区で
の廃棄物管理サービス改善を通じ、C/Pが廃棄物管理に関する知識・技術を身につけ、持続可能な
廃棄物管理実施能力向上を支援することを目的として2007年1月より3年間の予定で協力を開始し
ており、2008年8月に中間レビューを実施した。 

2009年12月のプロジェクト終了にむけてこれまでの活動実績を評価し、残り期間でプロジェク
ト目標を達成するために必要な提言、今後の同分野プロジェクトへの教訓を抽出することを目的

に終了時評価調査を実施した。 

 

１－２ 調査団派遣の目的 

2009年12月末のプロジェクト終了を前に、中間評価後のプロジェクトのアウトプット、目標達
成状況や見込について調査し、上位目標等へのインパクトの発現に向けた今後の提言や教訓など

を導き出すことを目的とする。 

 

（1）投入実績、計画達成度を、PDM及び活動計画に基づいて調査・確認し、課題・問題点の
整理を行う。 

 

（2）JICA事業評価ガイドラインに基づき、5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自
立発展性）の観点から評価を実施し、プロジェクトが順調にアウトプット発現に向けて

実施されているかを検証する。特にインパクト及び自立発展性について重視する。 
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（3）上記の調査結果を踏まえ、プロジェクトの残りの期間に実施すべき事項及び終了後に向
けた提言を導き出し、プロジェクト実施関係者と共有する。 

 

（4）廃棄物分野案件に関する教訓を得る。 
 

１－３ 合同終了時評価調査メンバーの構成 

 １－３－１ 日本側メンバー 

担 当 氏 名 所  属 

総括 天野史郎 国際協力機構 国際協力専門員 

環境協力 森 尚樹 国際協力機構 地球環境部 次長兼環境管理グループ長 

協力企画 谷口賀一 
国際協力機構 地球環境部環境管理グループ環境管理第二課 

職員 

評価分析 間宮志のぶ 株式会社国際開発アソシエイツ パーマネント・エキスパート 

 ＊その他、通訳として鈴木恵子氏がメキシコから参団。 

 

 １－３－２ パナマ側メンバー 

（1）Harmodio Montaner, Director General of DIMAUD 
（2）Hernán Vásquez, Sub Director of DIMAUD 
（3）Edgardo Falcón, Legal Advisor 
（4）Pedro Collins, Administrative Secretary 
（5）Eudes Quijada, Administrator for Zone A 
（6）Ramiro Batista, Administrator for Zone B 
（7）Lucila Sánchez, Planning 
（8）Lorenzo Tejeira, Community Relations 
（9）Gisela Rodríguez, Public Relations 
（10）Humberto Ávila, Maintenance 
（11）Alonso Filós, Technical Services 
（12）Pío Atencio, Information Management 

 

１－４ 終了時評価調査の日程 

No. 日程 
総括 

（天野団長） 

協力計画 

（谷口団員） 

評価分析 

（間宮団員） 

環境協力 

（森団員） 

1 9/21 月  
午後：成田発 

午後：パナマシティ着 
 

2 9/22 日  
午前：JICAパナマ支所打合せ 
午後：プロジェクト専門家打合 

せ、DIMAUD表敬 
 

3 9/23 水  C/Pインタビュー  

4 9/24 木  C/Pインタビュー  
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5 9/25 金  C/Pインタビュー  

6 9/26 土 
午後：成田発 

午後：ヒューストン着 
資料整理  

7 9/27 日 
午前：ヒューストン発 

午後：パナマシティ着 

   団内打合せ 

資料整理  

8 9/28 月 
午前：JICAパナマ支所表敬 
午後：DIMAUD局長 面談、評価概要説明 

 

9 9/29 火 
午前：収集サービス実施部門スタッフのフォーカス・グループ

インタビュー 

午後：C/Pインタビュー、施設視察 
 

10 9/30 水 
資料整理（パナマ元大統領逝去に際しての服喪のための国民の

休日） 
午後：成田発 

11 10/1 木 

午前：収集サービス実施部門スタッフのフォーカス・グループ

インタビュー 

午後：最終処分場視察 

   団内打合せ 

午前：パナマシ

ティ着 

12 10/2 金 
午前：JICAパナマ支所打合せ、在パナマ日本大使館表敬 
午後：パナマ市長表敬 

13 10/3 土 ごみ収集に係る住民周知活動の視察、合同評価報告書作成 

14 10/4 日 合同評価報告書作成、団内会議 

15 10/5 月 合同評価会議 

16 10/6 火 合同評価会議 
午前：パナマシ

ティ発 

17 10/7 水 合同評価会議  

18 10/8 木 
午前：合同評価報告書準備 

午後：合同調整委員会 
 

19 10/9 金 
午前：ミニッツ署名 

午後：JICAパナマ支所への報告、在パナマ日本大使館報告 
 

20 10/10 土 
午前：パナマシティ発 

午後：ヒューストン着 
 

21 10/11 日 午前：ヒューストン発  

22 10/12 月 午後：成田着  
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第２章 終了時評価の方法 
 

２－１ ログフレーム（PDM）による評価手法 

 本評価調査は、「JICA事業評価ガイドライン（2004年1月：改訂版）」に基づき、プロジェクト・
デザイン・マトリックス（PDM）を用いた評価手法に則って実施された。「JICA事業評価ガイドラ
イン」による評価は、①プロジェクトの諸要素を論理的に配置したPDMに基づいた評価のデザイ
ン、②プロジェクトの実績を中心とした必要情報の収集、③プロジェクトの実績と現状及び、「妥

当性」「有効性」「効率性」「インパクト」「自立発展性」の5つの評価の観点（評価5項目）からの
収集データの分析、④分析結果からのプロジェクト促進、阻害要因の導出、⑤分析結果からの提

言・教訓の導出及び報告、という流れからなっている。尚、本評価手法において活用されるPDM
の概要については表2-1-1を参照されたい。 
 

表２－１－１ PDMの概要 

上位目標 プロジェクトを実施することによって期待される長期的な効果、 

プロジェクト終了後3～5年後に対象社会において発現が期待される効果 

プロジェクト目標 プロジェクト実施によって達成が期待されるターゲット・グループや対

象社会に対する直接的な効果 

アウトプット プロジェクト目標を達成するためにプロジェクトが生み出す財やサービ

ス 

活  動 アウトプットを産出するために、投入を用いて行う一連の具体的な行為 

指  標 プロジェクトのアウトプット、目標及び上位目標の達成度を測るもので、

客観的に検証できる基準 

指標データ入手手段 指標を入手するための情報源 

外部条件 プロジェクトでコントロールできないが、プロジェクトの成否に影響を

与える外部要因 

前提条件 プロジェクトが実施される前にクリアしておかなければならない条件 

投  入 プロジェクトの活動を行うのに必要な資源（人員・資機材・資金など） 

出所：プロジェクト評価の手引き（JICA事業評価ガイドライン）2004年2月 

 

 さらに、本評価調査で活用した評価5項目の定義は以下表2-1-2のとおりである。 
 

表２－１－２ 評価５項目の定義 

妥当性 

 

プロジェクトのめざしている効果（プロジェクト目標や上位目標）が、受益者の

ニーズに合致しているか、問題や課題の解決策として適切か、相手国と日本側の

政策との整合性はあるか、プロジェクトの戦略・アプローチは妥当か、公的資金

であるODAで実施する必要があるかなどといった「援助プロジェクトの正当性・
必要性」を問う視点。 

有効性 プロジェクトの実施により、本当に受益者もしくは社会に便益がもたらされてい

るのか（あるいは、もたらされるのか）を問う視点。 
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効率性 

 

主に、プロジェクトのコストと効果の関係に着目し、資源が有効に活用されてい

るか（あるいは、されるか）を問う視点。 

インパクト 

 

プロジェクト実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や波及効果を見

る視点、予期していなかった正・負の効果・影響を含む。 

自立発展性 援助が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続しているか（あるいは持

続の見込みはあるか）を問う視点。 
出所：プロジェクト評価の手引き（JICA事業評価ガイドライン）2004年2月 

 

２－２ 評価の枠組み 

 評価のデザインを確定するにあたり、討議議事録（Record of Discussion：R/D）、PDM3（2008
年の中間評価時に日パ双方のプロジェクト関係者の協議によって改訂されたもの）1、その他実施

協議調査報告書、中間評価調査報告書、プロジェクトドキュメント、インセプションレポート、

プロジェクト事業進捗報告書、業務完了報告書などに基づき、終了時評価の評価項目案を検討し

た。 

 

 ２－２－１ 評価の留意点 

終了時評価調査に際しては、本プロジェクトの構成の特徴をかんがみ、以下の点について留

意した。 

 

（1）プロジェクトの構成 
表2-2-1に示すとおり、本プロジェクトにはプロジェクト目標達成のために5つのアウトプッ

トが設定されている。アウトプット1は収集サービスの改善を計画、実施、モニタリングする
という3つのコンポーネントで構成されており、本プロジェクトの主要な部分として位置づけ
られている。アウトプット2はプロジェクト期間中に中継基地用の土地確保が困難と判断され
たため、中間評価時点でプロジェクトの枠外となり、中継基地候補の土地の選定活動のみ行

う。アウトプット4は中間評価時点からDIMAUDによる直営から民間委託による実施体制に切
り替わった。アウトプット5は組織運営、情報管理の2つのコンポーネントで構成されている。 

 

                             
1 PDM3（和文版）及びPO3（和文版）については付属資料2及び3を参照されたい。 
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表２－２－１ 本プロジェクトの構成 

上位目標 パナマ行政区において持続的な廃棄物管理が確立される 

プロジェクト 

目標 
DIMAUDが実施する廃棄物管理サービスが改善される 

（1） 

収集サービス及び収集に関する 

市民連携の強化 

（5） 

組織運営体制 

の改善 

アウトプット 

収集サービス

データ更新､改

善ルート設計 

改善ルー

トの実施 

 

住民周知 

モニタリング、

フォローアップ 

（2） 

中継輸送

システム

構築準備 

（3） 

収集車両 

管理改善 

（データ集 

  約、分析） 

（4） 

最終処分 

システム 

改善 

（民間委託） 

 

 

組織運営 

体制 

情報管理 

体制 

DIMAUD内 

の担当部署 

計画 実施 市民連携 

広報 

技術 

サービス 

維持管理 

調達、倉庫、

総務 

技術 

サービス、 

（市総務） 

計画 

 

情報管理

人事 

計画 

 

（2）廃棄物管理業務の概要 
図2-2-1に示すとおり廃棄物には有害廃棄物と一般廃棄物があり、廃棄物管理の業務はそれ

ぞれにおいて、適正排除、適正処分、減量化の3つの分野で構成されている。本プロジェクト
は一般廃棄物を対象とし、業務分野は適正排除、適正処分を対象としている。市民に適正な

貯留・排出を促し、収集車両管理の改善、収集ルートの改善などを通してDIMAUDによるゴ
ミの収集・運搬能力を高めるとともに、最終処分場の機能、運営体制を向上する。そして、

これらの技術分野への改善を促進するための組織運営、情報管理体制の改善への支援も行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出所：プロジェクト事業進捗報告書を参考に終了時評価調査団作成 

図２－２－１ 本プロジェクトによる廃棄物管理業務支援の概要 

一
般
的
な
廃
棄
物
管
理
業
務
の
概
要 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
支
援
概
要 

持続的
廃棄物管理

一般廃棄物有害廃棄物

適正排除適正処分減量化

貯留・排出リサイクル 発生抑制 処分 処理 収集・運搬 街路清掃

(1).収集サービス（データ、ルート改善、住民周知）の改善(4).最終処分システムの改善

(3).収集車輌管理の改善(2) 中継輸送システムの構築

(5) 組織運営(組織・情報管理）体制の改善

 
 (2) 中継輸送システムの構築 
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 ２－２－２ 主な評価項目 

上記を勘案し、本終了時評価に関する主な評価項目及び調査内容を確定した。主な評価項目

については表2-2-2を参照されたい。なお評価項目の詳細は、評価グリッド（付属資料4）を参照
されたい。 

 

表２－２－２ 主な評価項目 

評価設問 調査 
項目 大項目 小項目 

パナマ側の投入：C/Pの配置、施設機材、活動運営費 投入の実績は予定ど
おりであったか 日本側の投入：専門家派遣、C/P研修、機材供与、ローカルコス

ト 
アウトプット1：収集サービス及び収集に関する市民連携が強化
されたか 
アウトプット2：中継輸送システム構築に向けた準備が行われた
か 

アウトプット3：収集車両管理が改善されたか 

アウトプット4：最終処分システムが改善されたか 

アウトプットは予定

どおり達成されたか 
 

アウトプット5：組織運営体制が改善されたか 

実
績
の
検
証 

プロジェクト目標は
達成されたか DIMAUDが実施する廃棄物管理サービスが改善されたか 

活動の進捗状況は予
定どおりであったか 

活動は計画どおり実施されていたか 

技術移転状況は効果
的になされたか 

技術移転の方法に問題はなかったか 

モニタリングは適切
に実施されたか 

モニタリングの仕組みは適切だったか 

意思決定プロセスは
どうか 

プロジェクトの問題に対処するための決定はどのようなプロセ
スでなされていたか 
JICA本部、JICAパナマ支所、DIMAUDにおけるC/P及び専門家
間のコミュニケーションは円滑に行われていたか 

プロジェクト関係者
間のコミュニケーシ
ョンは効果的に行わ
れたか 

問題が生じた際に適切な解決方法がとられていたか 

DIMAUDのオーナー
シップは高いか 

実施機関やC/Pのイニシアティブは高かったか 

C/Pの配置は適切で
あったか 

プロジェクト実施に際し適切な人員配置を行っていたか 

実
施
プ
ロ
セ
ス
の
検
証 

その他 
プロジェクトの実施過程で（特に中間評価以降）生じた問題は
あるか 
パナマの開発政策や環境政策、ターゲットグループのニーズと
の整合性はあるか 

日本の援助政策・JICA国別事業実施計画との整合性はあるか 妥
当
性 

パナマ政府のニー
ズ、日本の援助政策
との整合性はあるか 

プロジェクトのアプローチは適切であったか 
開発調査の経験から導出された改善提案を考慮して構築された
か 
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日本の技術の優位性、経験を十分に活かせていたか 

プロジェクト目標は達成されたか 

プロジェクト目標の達成はアウトプット実施による結果として
もたらされたか（各アウトプットのプロジェクト目標達成との
関連性） 
外部条件は現時点においても正しいか 
外部条件が満たされる可能性は高いか 

有
効
性 

プロジェクトの実施
により、期待される
効果が得られたか、
プロジェクトは有効
であったか 

プロジェクト目標の達成を阻害する要因はあったか 

日本側の投入は適切であったか（質、量、タイミング） 

パナマ側の投入は適切であったか（質、量、タイミング） 

プロジェクトの運営体制はプロジェクト活動推進に効果的にな
されていたか 

効
率
性 

アウトプットを産出
するために十分な投
入であったか、投入
はどのように活用さ
れ管理されたか 

他のプロジェクトの教訓は活かされていたか 

プロジェクトの便益は今後も持続する見込みはあるか 

政策、制度面、財政面、技術面の自立発展性はあるか 
発
展
性 

自
立 

協力終了後、プロジ

ェクトによってもた

らされた成果や開発

効果が持続される

か、拡大されていく

可能性があるか 

自立発展性を促進する要因、阻害する要因は何か 

 

２－３ 情報・データ収集と分析方法 

 本調査にあたっては現地入りの前に、JICA専門家及びC/Pに対する質問票によるアンケート調査
を行った。現地調査中において、パナマ側C/P、日本側JICA専門家を対象に、下表2-3-1に示すとお
り、終了時評価調査の目的、プロジェクト・サイクル・マネージメント（PCM）における評価手
法の概要を説明した。 

 

表２－３－１ 評価手法の説明 

日  時 2009年9月28日（月）13：00～14：00 

場  所 DIMAUDの会議室 

目  的 ①終了時評価の概要、日程の確認 

②PCM手法における終了時評価の概要説明 

参 加 者 C/P（DIMAUDのスタッフ）約15名及び日本人専門家2名、 
通訳2名、終了時評価団員3名 

 

 さらにJICA専門家及びC/Pその他関係者へのインタビューを実施するとともに、活動の現場
（DIMAUDのCarrasquilla施設、Pacifico施設、最終処分場）を視察した。これら収集した情報、デ
ータを既述のJICA事業評価ガイドラインに沿って分析し、日本側、パナマ側が合同で評価を行っ
た。評価調査にあたって使用した主な情報源は以下のとおりである。 

 

ア．ミニッツ、R/D、実施協議調査報告書、中間評価調査報告書、プロジェクトドキュメント、イ
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ンセプションレポート、プロジェクト事業進捗報告書、業務完了報告書、開発調査の事前調

査報告書、パナマ国パナマ行政区廃棄物管理計画調査最終報告書、及び会議での発表資料及

び議事録 

イ．PDM和文版（付属資料2）、PO和文版（付属資料3） 
ウ．日本側及びパナマ側の投入に関する記録 

  （付属資料1「合同評価報告書」のAnnex 3～8） 
エ．JICA専門家及びC/Pに対するアンケート調査及び聞き取り調査の結果 
オ．離職したC/Pへのアンケート調査の結果 
カ．DIMAUD収集サービス実施部門スタッフへのフォーカス・グループ・インタビュー調査の結

果（付属資料6-1、6-2） 
キ．住民周知、啓蒙活動運動の視察結果 

 

２－４ 評価調査の制約・限界 

 中間評価調査後に、本プロジェクトの外部条件“中央政府及び自治体政府の政権交代がプロジ

ェクトに影響を与えない”及び“カウンターパートに任命された職員がプロジェクト実施期間中

に離職しない”が満たされなかったことの影響により以下に示すとおり、プロジェクト活動の進

捗が大幅に阻害される結果となった。 

 

（1）大統領選挙期間において、パナマ市行政関係者が選挙関連の業務に忙殺され、結果とし
てプロジェクト活動を優先的に進めることが出来ず、プロジェクト運営に強いイニシアテ

ィブを発揮できなかったことから、2008年末以降2009年7月（選挙）まではプロジェクト活
動の実施が制約された。 

 

（2）政権交代に伴い、DIMAUDの運営幹部（局長、副局長、運営レベルの中間管理職）がプ
ロジェクト終了の半年前に離職し、2009年7月より新政権下の新人事体制となった。プロジ
ェクト実施の主要な陣営の交替によってプロジェクト活動が一時的に停止または停滞した。 

 

 上述の事象はプロジェクト実施による発現の効果に影響を及ぼし、PDM上の指標の達成を阻害
する結果となった。このような状況から、評価調査団はプロジェクトの実績についてPDM上の指
標の達成度だけでなく、以下に示す情報収集手段も取り入れて評価を行うこととした。 

 

1）収集サービス実施部門の職員に対するフォーカス・グループ・インタビュー 
本プロジェクトは収集ルートの改善を通して収集・運搬サービスの改善をめざした。しか

し、収集サービス実施部門の協力が得られなかったことからルート改善の実施が限定的と

なった。収集サービス実施部門はDIMAUD運営幹部からの指示なしでルート改善の実施を
遂行することが困難であったことが主な原因である。本調査では収集サービス実施部門の

職員から直接意見を聞き、彼らの抱える問題、ニーズを明確にした。 
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2）離職したC/Pからの質問紙によるアンケート調査 
本プロジェクト運営の責任者であったプロジェクトダイレクター、プロジェクトマネージ

ャーおよび主要な活動の責任者がプロジェクト終了6カ月を残して離職した。本プロジェク
トのこれまでの実施プロセスの確認、問題の背景に関する情報収集のため、質問票による

アンケート調査を通して、離職したC/Pからの情報を収集した。 
 

3）キャパシティ・ディベロップメントに配慮した情報収集 
本プロジェクトでは個人の知識・技術の向上だけでなく組織及び制度をも捉えたキャパシ

ティ・ディベロップメントを通して目標達成を果たす計画である。しかし、プロジェクト

期間中にC/Pの多くが離職や異動によりプロジェクトを離れる結果となり、プロジェクト活
動によって醸成された個人のキャパシティの流出、組織としてのキャパシティの弱体化が

懸念される。本調査ではC/PやJICA専門家へのアンケート調査、インタビューを通して、残
された人材による効果発現の維持、自立発展が可能なのかどうかという視点を重視して情

報収集を行った2。 

 

２－５ 結論の導出及び報告 

 本評価調査の分析結果をもとに、日本側及びパナマ側の合同評価メンバーが協議を行い、その

結果を英文及びスペイン語版の「合同評価報告書」及びミニッツ（付属資料1「合同評価報告書」）
として取りまとめ、署名・交換した。 

 

                             
2 これらの追加手段によって得られた情報は今後廃棄物管理を担う新体制の本プロジェクトへの理解を促進すると同時に今後の

DIMAUD運営の戦略を検討するにあたっても有益な情報となることが期待できる。 
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第３章 プロジェクトの実績 
 

３－１ 投入の実績 

 これまでの日本側及びパナマ側の投入の実績は以下に示すとおりである。 

 

 ３－１－１ 日本側の投入 

専門家派遣、研修員受け入れ、機材供与及びローカルコスト負担に関しては、おおむね計画

どおり投入が実施されたといえる。 

 

  （1）専門家チームの派遣 
合計9名の専門家が廃棄物管理、環境社会配慮、組織運営、中継輸送及び最終処分場管理、

収集運搬、車輌管理、研修/市民連携、契約管理/工事管理、財務、情報管理等の指導分野に

関して派遣された。尚、本プロジェクトでは中南米地域の廃棄物管理分野での業務経験が豊

富な第三国の専門家を有効に活用して技術移転を実施した。専門家派遣の詳細は付属資料1
「合同評価報告書」Annex 3を参照されたい。 

 

  （2）C/P研修 
初年度に 2名、 2008年度に 3名、 2009年度に 1名の総計 6名のC/Pが本邦研修（「Waste 

ManagementTechniques for Central American Countries」に参加した。またチリ及びドミニカに
おける第三国研修「Solid Waste Management in other countries in the Latin America」には3
年間で総計21名のC/Pが参加した3。C/P研修の詳細については付属資料1「合同評価報告書」
Annex 4を参照されたい。 

  

  （3）機材供与 
本プロジェクト期間で総額2万6千ドルの機材がプロジェクト活動実施のために供与された。

主としてコピー機、プリンター等の事務機器やPCソフトウェアである。機材の詳細は付属資
料1「合同評価報告書」Annex 5を参照されたい。 

 

  （4）ローカルコスト負担 
プロジェクト活動実施のために、日本側から総額6,225万3千円（5万7,500米ドル相当）が支

出された。主たる支出項目として、ローカルコンサルタント傭上費が挙げられる。詳細につ

いては、付属資料1「合同評価報告書」Annex 6を参照されたい。 
 

 ３－１－２ パナマ側の投入4 

大統領選挙活動やその後の政権交代にともないパナマ側のC/Pの配置に変更が生じた。 
  （1）C/Pの配置 

パナマ側は実施協議で提示された55名のC/Pを配置し、うち52名の技術分野のC/Pが5つのワ

                             
3 これらの研修実績には終了時評価調査後に実施されたドミニカ共和国における第三国研修（5名のC/Pが参加）も含まれている。 
4 中間評価前においては、パナマ側から収集車両60台が投入されている。調達された車両の詳細については中間評価報告書の付
属資料1「合同評価報告書」Annex8を参照されたい。 
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ーキンググループに分かれてプロジェクト活動を展開してきた。大統領選挙活動に関連し、

また政権交代に伴う組織編成によって、プロジェクトダイレクター（パナマ市市長）、プロジ

ェクトマネージャー（DIMAUD局長）、サブプロジェクトマネージャー（DIMAUD副局長）が
2008年末から2009年前半にかけて離職した。また、実質的にプロジェクト活動実施のキーパ
ーソンであったプロジェクトコーディネーター及びDIMAUDの中間管理職レベルの人員の数
名が2008年末から2009年前半までの間に相次いで離職した。その結果、終了時評価調査時点
では54名の技術分野のC/Pのうち5、12名のC/Pが離職、9名のC/Pが異動となっている。C/Pリス
トの詳細は付属資料1「合同評価報告書」Annex7を参照されたい。 

 

  （2）プロジェクト運営経費 
プロジェクト活動費として中間評価時点までに、160,401.62米ドルが負担されたが、中間評

価以降、パナマ側からのプロジェクト活動費の拠出はない。なお、パナマの会計年度は1月か
ら12月である。詳細は付属資料1「合同評価報告書」Annex8を参照されたい。 

 

  （3）施設の貸与 
パナマ側より、日本人専門家のための執務スペース及びオフィス家具が提供されている。

中間評価後（2009年1月）には、DIMAUD局長室に隣接したより広いスペースがJICA専門家執
務室として貸与された。このことで日本側とパナマ側のコミュニケーションが促進された。 

 

３－２ アウトプットの実績 

 調査団はPDM3に沿って本プロジェクトの実績（アウトプットとプロジェクト目標及び上位目標
の達成度）について検証し、以下のとおり確認した6。 

 

アウトプット1：収集サービス及び収集に関する市民連携が強化される 
 

アウトプット1の指標： 
 

 

 

 

 

 アウトプット1は本プロジェクトの根幹をなす部分であり、DIMAUDの複数の部署の協力体制の
もとに進められる。図3-2-1に示すとおり、収集サービスデータの集約・分析と収集ルートの再設
計を計画部が担当する。改善ルートの実施前には収集サービスに関する情報をパンフレットや看

板（ポスター）などを配布して住民に周知するが、その作業は市民連携・広報部が担当する。改

善ルートの実施は計画部、実施部との連携で進められる。改善ルート実施後にはデータの更新、

                             
5 中間評価調査時点において、プロジェクト活動には参加していたものの、C/Pリストには含まれていなかった2名を今次調査時
点でC/Pリストに加えたため、合計数値が増えている。 

6 各アウトプット達成度の判定は、指標の6割以下の達成の場合は“部分的に達成されている”、6割以上の達成は“おおむね達
成されている”、すべて達成されている場合は“十分に達成されている”と区別している。 

 

1-1 収集業務関連のデータでDIMAUDの業務改善傾向が確認される 
① 業務改善（ルート改善）の実施率（実施/計画ルート）② 時間あたりの収集量（t/hour）
③ シフトあたりにかかった作業時間（hour/shift） 

1-2 マニュアル（満足度調査/市民連携）に記載された活動が現業体制に組み込まれる 
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ルートの最適化、住民の満足度調査を通して改善ルートの効果をフォローアップする。このよう

に、収集サービスの改善には関連部署の連携プレーが必須である7。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 出所：プロジェクト事業進捗報告書を参考に終了時評価調査団作成 

図３－２－１ アウトプット1でめざした収集サービス改善の概念図 

 

 中間評価時点において、改善ルートの実施には関係部門間の連携ができていないことが判明し、

連携を強化する必要が指摘されたが、DIMAUDの運営を担う上層部のイニシアティブがなかった
ことで実施部の協力が得られず、改善ルートの実施は限定的となった。これは主として上層部の

指示なくしては実施部門がルート改善に協力できなかったこと8、収集車両の故障が頻発したこと

が原因である。終了時評価時点までに、業務改善の実施が行われたのは21地区のうち3地区のみで
あった。尚、ルート改善のための調査は21地区のうち17地区において完了しており9、14地区にお
いてルート設計まで完了した10。 

 

収集・運搬サービスの改善： 

 収集・運搬に関するデータの集約・分析作業については、データベースが構築され、関連のデ

ータが入手されるようになった。収集サービスの履行率は、一部データ入手が困難な時期があっ

たものの、現在は継続的に入手が可能になってきている。収集サービスの履行率は21地区の平均
値で2009年の1月から7月までの間に56.3％から60.8％に向上した11。次に、同期間における時間当

たりの収集量（t/時間）を次表に示す。 
 

 

                             
 
7 収集サービス改善のプロセスの詳細については付属資料5を参照されたい。 

 
8 多くの人員を抱える実施部門では業務の変化に抵抗する傾向があったことも要因の一つと考えられる。尚、今次調査中に実
施した実施部門の職員を対象としたフォーカス・グループ・インタビューについては付属資料6-1及び6-2を参照されたい。 

 
9 収集サービス改善進捗状況については付属資料7を参照されたい。 

10 付属資料7は2009年5月時点でのデータであるためルート設計完了が13地区となっているが、2009年5月以降に更に1地区にお
いてルート改善が完了していることがC/Pからの聞き取り調査で判明している。 

11 収集サービス履行率：計画/実際の収集サービスの比率（％）の詳細は付属資料1「合同評価報告書 Annex 9-2」を参照され
たい。 

 

本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
基
盤
が
構
築
さ
れ
た 

収集サービス
データ

の集約・分析
（計画部門）

収集ルートの
再設計

(計画部門）

住民周知
（市民連携/広報部門）

改善ルートの実施
（実施部門）

満足度調査によるフォ
ローアップ

及び住民周知
（市民連携/広報部門）

ルートの最適化
（計画部門）

収集サービス
データ

の更新・分析
（計画部門）
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 表３－２－１ 時間あたりの収集量 単位：t 

A地区（カラスキーヤ） B地区（パシフィコ） 
月 

昼直 夜直 昼直 夜直 

平均 

 

1月 1.1 1.3 1.0 1.4 1.2 

2月 1.0 1.2 0.8 1.3 1.1 

3月 1.0 1.3 0.9 1.3 1.1 

4月 1.2 1.5 1.2 1.6 1.4 

5月 1.1 1.4 1.2 1.5 1.3 

6月 1.1 1.4 1.0 1.7 1.3 

7月 1.2 1.5 1.1 1.7 1.4 

平均 1.1 1.4 1.0 1.5 1.3 
（出所：DIMAUD 収集サービス部門） 

 

 同期間におけるシフトあたりにかかった作業時間（時間/シフト）を下表に示す。 

 

 表３－２－２  シフトあたりの作業時間 単位：時間 

A地区（カラスキーヤ） B地区（パシフィコ） 
月 

昼直 夜直 昼直 夜直 
平均 

1月 6.7 6.3 7.5 6.4 6.7 

2月 6.4 5.2 7.6 6.2 6.4 

3月 6.8 6.5 7.5 6.5 6.8 

4月 7.2 7.1 7.7 6.6 7.2 

5月 7.1 7.1 8.0 6.7 7.2 

6月 7.4 7.4 7.8 6.9 7.4 

7月 7.5 7.1 7.8 6.7 7.3 

平均 7.0 6.7 7.7 6.6 7.0 
（出所：DIMAUD 収集サービス部門） 

 

 尚、夜直のほうが時間あたりの収集量が多く、シフトあたりの作業時間が少ないが、それは夜

間は交通量が少なく、収集作業がスムーズに行えるという現状を反映しているといえる。 

 

 ルート改善の実施が限定的となったことでこれらのデータによって、具体的な業務改善の成果

を検証することはできないが、このような業務改善指標が継続的に入手できるようになったこと

は本プロジェクトによる成果の一つといえる。（指標1-1）現在計画部と実施部ではルート改善を進
めていくことを計画しており、ルート改善が実施されれば、これらのデータが収集サービスの改

善傾向をモニタリングする指標として有効に活用されるであろう。 
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 C/Pへの聞き取り調査によると、計画部では収集サービスデータの集約（入力、出力等）につい
ては3名のC/Pが、ルート設計については4名のC/Pが知識と技術を習得し業務遂行が可能である。
また、本プロジェクトでは、局内の職員の異動などに対処するため、1）MAP3D操作マニュアル（収
集ルート用）、2）収集サービス改善マニュアル、3）収集車運転手順マニュアル等、収集サービス
に関する種々のマニュアルを作成した12。これらのマニュアルはすでに日常業務に活用されている

ものもある13。今後ルート改善を効果的に実施していくためには、計画部と実施部、及び市民連携、

広報部が緊密に連携していくことが重要である。 

 

市民連携活動の強化14 

 プロジェクトでは22の対象地区のうち16の地区で住民の収集サービスに対する満足度のベース
ライン調査を実施した。詳細は付属資料7を参照されたい。ルート改善の実施が限定的となったた
め、関連の住民周知の広報活動も限定的15となり、フォローアップのための満足度調査は実施され

ていない16。（指標1-2） 
 

 市民連携活動に関連しても、C/Pのキャパシティ・ディベロップメントのために1）収集サービ
スに関するアンケートマニュアル、2）コミュニティへの情報普及のためのガイド、3）広報資料
等、が作成された。新しいパナマ市行政では、ごみ収集に関する住民の意識を高めるため、広報

活動に力を入れており、本プロジェクトで作成されたマニュアルなども盛り込んだアンケート調

査マニュアルのデジタル版を開発中である。また、DIMAUDの新組織体制では、住民周知活動、
環境教育、広報の関連部署が戦略コミュニケーション部として統合され、本プロジェクトのC/Pが
その部署において重要な立場に配置されることになっている。住民の意識の向上のために、本プ

ロジェクトのC/Pの更なる活躍が期待されている。 
 

 外部条件による影響をうけ、指標達成は困難であったものの、収集サービス関連のデータの集

約、分析、改善ルートの設計、住民周知の活動についてC/Pのキャパシティ・ディベロップメント
がなされ、収集サービス改善のための強固な基盤が構築されており、アウトプット1は“部分的に
達成されている”といえる。今後もパナマ側による努力が継続されれば、収集サービス及び収集

に関する市民連携の強化が為されると期待できる。 

 

アウトプット2：中継輸送システム構築に向けた準備が行われる 

                             
12 プロジェクト活動を通して作成されたマニュアルは2009年11月に開催予定のプロジェクトセミナーで広く関係者に配布され
る予定である。 

13 プロジェクトで作成したマニュアル等の成果品については付属資料8を参照されたい。 
14 収集ルートの再設計に伴う収集日程に関しての住民への周知に関連して、コミュニティとの連携、会議、スケジュールの通
達等、住民との連携が必要であることから“市民連携”の活動として位置づけられている。 

15 プロジェクトで作成したパンフレット類について付属資料9を参照されたい。 
16 ベースラインの満足度調査を行った後、ルート改善実施直前に対象地域住民には看板やパンフレットによる収集サービス情
報を周知し、ルート改善実施2～3週間後にフォローアップの満足度調査を実施して、改善ルートの効果を検証する計画であ
った。ルート改善の実施が予定期間行われなかったことで、フォローアップの満足度調査は行われなかった。 
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アウトプット2の指標： 
 

 

 中間評価調査以降も、中継基地用の土地の選定活動が行われている。また、1）中継ステーショ
ン用地選定のためのガイドブック、2）用地調査報告書、3）民間セクター参入に関する報告書等、
中継基地建設のためのマニュアルや報告書も作成されており、中継基地用の土地が確保されれば、

DIMAUDは独自に中継基地建設を進めていくことができる。（指標2-1）尚、本アウトプットは中間
評価時点において本プロジェクトの枠から除外されているため、本アウトプットの達成について

の判定は行わない。 

 

アウトプット3：収集車両管理が改善される 
 

アウトプット3の指標： 
 

 

 

 

 アウトプット3では収集車両管理のデータベース構築の準備として、機材修理記録のフォーマッ
トの改訂17や関連部署（倉庫）との連携協力関係の改善など様々な努力をすすめながら、データベ

ースの構築を行った。データ入力用のコンピューターの調達に時間がかかったことから修理関連

のデータ入力が開始されたのは2009年7月になってからであったが、これまで手作業で行われてい
た車輌維持管理にかかる記録が、データベース化され、種々の指標データが出力できるようにな

った。現在はカラスキーヤに停留しているB地区の収集車両に関する車輌不稼働時間が出力可能と
なっている。出力情報には車輌不稼働時間だけでなく、修理のタイプ、修理に活用された部品の

タイプ、修理にかかった時間、なども含まれている。修理費用についてはまだ出力はされてはい

ないが、データ出力に関して関係者間での検討が為されているところであり、近い将来出力可能

となる見込みである。出力されたデータ資料によると、7月10日～8月16日の期間におけるB地区の
車輌不稼動時間は各車輌につき平均5.9日間であった18。（指標3-1） 
 

 AB両地区の収集車両に関するデータが定期的に出力され、それらの指標データを分析できるよ
うになるには、今後の継続的な努力が必要となる。（指標3-2）本アウトプットに関連して、「収集
車購入のための計画作成ガイドブック」という運営幹部用のマニュアルも作成されている。

DIMAUDの新運営体制は、DIMAUD組織内の他部署の人員を訓練指導し、メンテナンス部に配置
して、当該部の更なるキャパシティ・ディベロップメントをはかる計画である19。 

 

 以上の結果から、本アウトプットは“部分的に達成されている”といえる。継続的な努力で入

                             
17 車両メンテナンス用のフォーマット類については付属資料10-1及び10-2を参照されたい。 
18 詳細は付属資料1「合同評価報告書 Annex9-4」を参照されたい。 
19 尚、日本のシニアボランティア1名が2009年4月より2年間の任期でメンテナンス部支援のために派遣されており、本プロジェ
クトによる支援との相乗効果でメンテナンス部のキャパシティ・ディベロップメントに貢献している。 
 

2-1 中継輸送システムの候補地の選定作業が行われる 

3-1 収集車の不稼動時間のデータが継続的に入手でき、分析できるようになる（2008年12月を
ベースラインとして、2009年12月のプロジェクト終了まで継続的に） 

3-2 プロジェクトで導入した収集車両管理に関する業務が現業体制に組み込まれる 
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力データを増やし、さらに出力データの正確さを確保できるようになれば、データの分析も可能

になるだろう。 

 

アウトプット4：最終処分システムが改善される 
 

アウトプット4の指標： 
 

 

 

 

 

 最終処分場は民間企業に委託され、順調に運営されつつある。作成されたマニュアルに沿って

Etapa2の埋立密度及び容量が2007年7月から12月の間に定期的に計測された。2007年7月時の埋立密
度は1.4トン/立法メートルであった。詳細については付属資料11を参照されたい。2009年1月より
委託契約による処分場運営が開始されている。プロジェクトでは、委託機関（UPSA）に対し計測
結果を反映して処分場作業を実施すべき旨提案しており、2009年1月2日に最初の計測が行われた。
（指標4-1） 
 

 UPSAによる処分場運営実施体制を付属資料12に示す。DIMAUDはUPSAの業務を監督する立場
にあるが、委託契約内容をレビューし、検査官の追加を提案した。委託事業者に対する監督内容

については付属資料13を参照されたい。現在はDIMAUDから1名のコーディネーター、3名の検査
官合計4名が業務用チェックリストに基づいて処分場運営の監督にあたっている。（指標4-2）20 

 

 環境庁との協議の結果、最終処分場が国の規定の水準に達しているかを確認するにはPAMA
（Program of Adequacy and Environmental Management）という環境調整・管理プログラムによる
監査が必要であることがわかった。PAMAの監査は通常6カ月ごとに実施され、実施を受け持つコ
ンサルタント会社（ITS PANAMA）からは報告書が提出されることになる。第1回目の監査は2009
年5月に、2名の技師の監視のもと最終処分場内で行われた。監査はサイト視察、関連資料のレビ
ュー、処分場の従業員に対するインタビューなどを通して、PAMAの監査に関するチェックリスト
に照らして行われた21。第1回目の監査22の結果、最終処分場は92％の充足率であった。（指標4-3）
第2回目の監査は2009年12月に予定されている。 
 

 アウトプット4に関連して、1）Etapa2オペレーションの監督・管理のためのマニュアル、2）UPSA
のオペレーション監督マニュアル、3）衛生埋立地の環境マニュアル が作成されている。アウト
プット4は、達成レベルを検証する指標についてすべて達成していることから、“十分に達成され
ている”といえる。 

                             
20 料金徴収及び計測部門はDIMAUDの所轄範囲でありそれらの部門にはDIMAUDの人員が直接配置されている。それらの人員
を併せると合計10名が最終処分場の現場に配置されていることになる。 

21 PAMAのチェックリストの詳細は付属資料14を参照されたい。 
22 調査対象期間は2008年11月より2009年5月までである。 
 

4-1 作成されたマニュアルに沿ってEtapa2の埋立密度及び容量が定期的に計測され、計測結果
を反映して処分場作業が実施される 

4-2 民間委託契約に沿って最終処分場が運営され、DIMAUDによって監督される 
4-3 最終処分場が環境影響項目について規定の水準を満たす 
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アウトプット5：組織運営体制が改善される 
 

アウトプット5の指標： 
 

 

 

 

 

 

アウトプット5は組織運営と情報管理という2つのコンポーネントが含まれている。 
 

組織運営： 

 中間評価調査時において、部署間のコミュニケーションと情報共有を促進し、相互の連携を効

果的にする必要があることが指摘されたが、中間評価後に発生した外部要因の影響で、組織体制

の改善はなされず、むしろ悪化したということがC/Pや関係者からの聞き取り調査で指摘された。
ワーキンググループの定期的なミーティングは2009年2月以降は開催されておらず、部署間連携の
強化を目的とした活動は実施されていない。（指標5-1）しかしながら、市行政部門、民間企業、
NGOやコミュニティの住民を対象に、プロジェクト活動について周知し、廃棄物管理の重要性に
ついて理解促進をはかるプロジェクトセミナーやワークショップが開催されている。プロジェク

トセミナーの概要については付属資料1「合同評価報告書 Annex 9-9」を参照されたい。 
 

 評価調査中に実施した個別インタビューやフォーカス・グループ・インタビューによると、新

体制下では部署間のコミュニケーションの機会が増えているとの指摘があった。新体制の組織編

成や新しい組織運営のアプローチによってDIMAUDの部署間の相互関係が今後強化されることが
期待できる。尚、2009年2月には、JICA専門家チームとの協力でDIMAUD改革戦略計画が作成され
たが、新体制の運営幹部に対する聞き取り調査によると、DIMAUDは本改革戦略計画を重要視し
ているとのコメントがあった。また組織編成によって権限の委譲、部門間の協力体制が促進され

ていることが、新組織体制図にも反映されており、今後の組織運営体制の向上が期待できる。 

終了時評価時点における新組織体制の組織図及び旧組織図については、それぞれ付属資料15-1及び
15-2を参照されたい。 
 

情報管理： 

 収集サービス関連データ、車輌維持管理（メンテナンス）データ、最終処分場の受け入れデー

タなど、プロジェクトによって構築されたデータベースは廃棄物管理に関する情報管理体制の基

盤づくりに大きく貢献しており、これらはすでに日常業務に組み入れられている。尚、構築され

たデータベースにはそれぞれ付随のマニュアルも作成されている。JICAの供与機材を活用して構
築された情報ネットワークの概要は以下の図3-2-2に示すとおりである。（指標5-2） 
 

 廃棄物管理の情報ネットワークが構築されたことで組織内の情報が分析加工され、運営指標デ

ータとして定期的に提示されるようになった。経営指標データについては付属資料16を参照され

5-1 部署間連携の強化を目的とした活動（セミナー、ワークショップ等）が計画され、実施さ
れる 

5-2 部署間で共有できる廃棄物管理サービスに必要なデータベースが整備・更新される 
5-3 運営指標データ（財務指標を含む）が整備され、データに係る報告書が定期的に刊行され
る 
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たい。（指標5-3）これらの経営指標データは定期的に報告され、運営レベルによって意思決定の際
の判断材料として活用される予定である。C/Pへのインタビューによると、情報管理部には現在5
名のスタッフが配置されているが、DIMAUDでは今後情報管理を強化する方針であり、当該部門
のスタッフを増強する予定である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－２－２ 情報ネットワークシステムの概要 

 

 組織運営については進展はみられなかったものの、情報管理については目標を達成しており、

アウトプット5は“おおむね達成されている”といえる。 
 

３－３ プロジェクト目標の達成度 

 本調査において、アウトプットの達成状況、外部条件の現状等を勘案し、プロジェクト目標の

達成度について次のとおり確認した。 

Informatica

BD
Patacon

Servidor 
BD

ASEO800

Carrasquilla

Dpto. Planificacion

IP02
(Impresion de 

Mapas A3)

Dpto. Mantenimiento y Talleres

Dpto. Servicios Técnicos

PC02
(Patacon BD)

Internet

Almacen

BD
Recoleccion

Oficina Proyecto de JICA

FC01

Switch 8p

ADSL/Router
Zhone 6212

IP01
FX01

PR01

IP03
(Impresion de 
Mapas en A1)

PC07
(BD de 

Mantenimiento)

IP04

IP06

PC06
(Sistema de 

Control de Suministro)

IP05 PC03
(Analisis de 
Indicadores)

PC01
(Servidor de 

Datos del Proyecto)
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プロジェクト目標：DIMAUDが実施する廃棄物管理サービスが改善される 
 

プロジェクト目標の指標： 

 

 

 

 

 上述したとおり、大統領選挙期間において、パナマ市行政関係者が選挙関連の業務に忙殺され、

結果としてプロジェクト運営に強いイニシアティブを発揮できなかったことやDIMAUDの主要な
陣営の交替があったことで、プロジェクト活動が停滞した。これらの要因は、プロジェクト目標

の達成に大きな影響を及ぼした。 

 

 苦情係（800ASEO）の報告資料によると21地区の人口1,000人あたりの苦情件数（平均）はプロ
ジェクトが実施される前の2006年は13.9件/1,000人であったのに対し、2008年は9.1件/1,000人に
減少している23。苦情件数の減少は2008年に収集車両60台が新規に導入されたことで収集サービス
の履行率が高まったことに起因していると考えられる。一方で2009年に入ってから同苦情数は上
昇しており、これは収集車両の故障にともない収集サービスの履行率が下がったことに起因して

いると考えられる。（指標1）収集サービスの実施が限定的であったため、収集サービスに関する
住民の満足度調査は実施されず指標2に関するデータはない。（指標2）また、最終処分場を担当す
るC/Pの方のインタビューよると、これまで処分場サービスは途切れることもなく継続され、下表
3-3-1のとおり、1日あたりのの受け入れ量は2007年1,502t、2008年1,542t、2009年1,531tと安定した
状況を示している。（指標3） 
 

 表３－３－１ 最終処分場の受入量の変化 単位：t/日 

持込者 2007 2008 2009* 

DIMAUD 758 780 770 

民間部門 455 494 509 

パナマ市合計 1,213 1,274 1,279 

サンミゲリート市 289 268 252 

合計 1,502 1,542 1,531 
* 2009年は8月までのデータを年換算した値。出所：処分場計量データベースより 

 

 中間評価以降に発生した外部要因の影響をうけ、プロジェクト期間内に目標を達成することは

極めて困難な状況であった。収集サービスに関しては大きな成果はなかったものの、最終処分場

の民間委託への移行は順調になされており、プロジェクト目標は“部分的に達成されている”と

いえる。 

                             
23 苦情件数についての詳細は付属資料1「合同評価報告書 Annex 9-12」を参照されたい。 

1．800ASEOに寄せられる苦情の数が減少傾向を示す 
2．満足度調査による DIMAUDの顧客（市民）のサービス満足度が向上する 
3．プロジェクト期間を通して、最終処分サービスが継続される 
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３－４ 上位目標の達成見込み 

 上位目標の達成見込みについては以下のとおりである。 

 

上位目標：パナマ行政区において持続的な廃棄物管理が確立される 

 

上位目標の指標： 

 

 

 上述したとおり、プロジェクト目標達成が“部分的な達成”に留まっている現状で、上位目標

の指標に設定された本プロジェクトによる経済面での効果の見込みについて現時点で検証するこ

とは困難である。DIMAUDの新体制の今後の経営方針にもよるが、本プロジェクト実施による効
果としては、収集サービス改善による収集サービス経費の節減が見込めることから、“収集量あた

りの経費（US$/t）が減少する”を上位目標の指標として追加設定することを提案した。尚、当該
指標はアウトプット5の成果品である経営指標データに含まれるものである。 
 

３－５ 実施プロセスにおける特記事項 

 項目2-4で説明したとおり、2008年の末から外部要因の影響を受け、パナマ側C/P、日本側JICA
専門家にとってプロジェクト活動を推進していくことが困難な状況であったといえる。その結果

として、中間評価時に提示された提言はほとんど実現化されず、権限委譲や意思決定プロセスも

前体制のもとではほとんど改善は見られなかった。JICA専門家からの聞き取り調査では、大統領
選挙に関連してプロジェクト活動への関心が薄れていた前体制のDIMAUD上層部とコミュニケー
ションをとることは大変困難であったことが指摘されている。離職したC/Pの1人はこのような状
況について、次のようにコメントしている。 

 

 

 

 

 

 

 一方で、技術分野のC/PとJICA専門家間のコミュニケーションは良好で、技術移転の成果は高く、
キャパシティ・ディベロップメントは順調に進んだと言える。また、C/Pからの聞き取り調査によ
ると、スペイン語を母国語とし、中南米地域における業務経験が豊富である第三国出身のJICA専
門家からの技術指導は、C/Pと同じ目線で考え経験を共有でき大変よかったとのコメントがあった。
アンケート調査や聞き取り調査ではC/Pの多くがプロジェクトの活動を通して知識や技術を習得
しただけでなく、それらを応用できるようになったと指摘している。あるC/Pは本プロジェクトの
活動を通して、以前は感覚で捉えていた“サービスの質”を科学的、客観的なデータに基づいて

分析できるようになったとコメントし、また別のC/Pはプロジェクトの活動を通して、ただの情報
を意義のある数値（指標）に転換して使えるようになったとコメントしている。 

 

パナマ行政区の廃棄物管理に関する5年間の平均収入/平均支出の比が1.0を上回る 

規律を保つために厳しい決定をしなければならないときや、リサイクルを廃止させるなどの新し

い規律を設置し、DIMAUDの組織体制を決定的に変化させるような決定を下さなければならない
状況なのに、（DIMAUD の上層部は）その時の国内の政治状況を優先させて、こうした決断を行
わなかった。 
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第４章 評価結果 
 

 本項では、妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性という5つの観点（評価5項目）
からプロジェクトの実績を分析し、課題を検討する。 

 

４－１ 妥当性（Relevance） 

 妥当性とは、プロジェクト目標及び上位目標が、受益者のニーズと合致しているか、パナマの

開発政策と日本の援助政策との整合性があるか、など「援助プロジェクトの正当性」を、見る評

価項目である。 

 

 ４－１－１ パナマの開発政策との整合性 

本プロジェクトが対象としているパナマ行政区では、近郊の河川及び海洋の汚染が深刻な状

況であり、環境問題に関する関心は高く、その対処の必要性、優先性は広く認識されている。

廃棄物管理に関する技術支援に関して、パナマ市行政のニーズは極めて高い。2009年7月に発足
した新政権による開発政策は正式には発表されていないが、新政権の選挙公約には環境保護を

優先的に対処し、そのためには都市計画や行政サービスを向上させることが掲げられている。

廃棄物管理については、特に都市部のごみの収集サービスの改善が必要であるとしている。本

プロジェクトの上位目標、プロジェクト目標はパナマ政府の政策及びターゲットグループのニ

ーズとの整合性を確保している。 

 

 ４－１－２ 日本の援助政策との整合性 

わが国は、パナマに対して①地方貧困の削減、②経済社会の持続的成長、③環境保全を援助

の柱としている。対パナマのJICA事業開発計画では、環境保全は優先課題の一つであり、市行
政の環境管理に対する行政の能力強化が必要であるとしている。本プロジェクトはわが国の援

助政策との整合性も確保している。 

 

 ４－１－３ アプローチの適切性 

本プロジェクトではパナマの自助努力（オーナーシップ）を尊重し、収集車両配備、中継基

地用の土地確保などをパナマ側負担とし、わが国が廃棄物管理の目標達成を側面支援するアプ

ローチを取り入れた。また、パナマ側負担事項が履行されない場合を外部条件として設定し、

PDM上でモニターできるように対処されていた。DIMAUDはパナマ行政区の廃棄物管理を担う
大規模な行政組織であり、JICA開発調査におけるカウンターパート機関として、わが国ととも
に廃棄物管理に取り組んできており、日本との協力に精通している。一方で、行政組織として

の種々の課題を孕んでいるが、それらの組織の課題についての分析及びその対応策の検討が必

ずしも十分ではなかったといえる。 

 

 ４－１－４ 日本の援助の比較優位 

わが国は廃棄物管理に関し、技術的優位性を持っており、これまでアジア、中米、中東地域

において廃棄物管理にかかる開発調査、技術協力を数多く実施してきており、経験も豊富であ

る。また、DIMAUDには、JICA開発調査において育成された人材も多く彼らの経験を有効に活
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用することができることなどが援助の比較優位の点として挙げられる。 

 

以上の点から、本プロジェクトはパナマ政府の政策、ターゲットグループのニーズ、及び日

本の対パナマ援助政策にも合致しており、終了時評価時点においても妥当性は高いと判断され

る。尚、パナマ側の負担事項が履行されなかった場合のリスク回避の具体的な対策についての

協議・検討をより徹底して行っていれば、対策の実施がより円滑に行われていたと考えられる。 

 

４－２ 有効性（Effectiveness） 

 有効性とはプロジェクト目標が期待どおりに達成される見込みはあるか、それがアウトプット

達成の結果もたらされたものであるかを見る評価項目である。 

 

 ４－２－１ プロジェクト目標の達成見込み 

本プロジェクトのプロジェクト目標の達成見込みは、3-3の項のとおりであり“部分的に達成
されている”といえる。 

 

 ４－２－２ 各アウトプットの貢献度 

各アウトプットはプロジェクト目標の達成に密接に関連している。アウトプット１は、科学

的分析に基づく計画により収集運搬を確実に実施し、かつ、業務の効率化をめざすことと、対

象地区の住民のごみ収集に関する情報の周知及び意識向上を図ることの2つが含まれている。ア
ウトプット3はごみ収集車の維持管理を徹底し収集車両の稼動率を向上させることによって、ア
ウトプット1の達成に貢献する。アウトプット4は、最終処分場の効果的な運営（民間委託）に
よって環境影響を緩和すると共に処分場内での収集車両のトラブルの減少によりアウトプット

1にも貢献する。これら4つのアウトプットが廃棄物管理の技術面での業務改善をめざす一方で、
アウトプット5では、組織運営体制、情報管理体制の改善を通して各アウトプットの達成を促進
する。 

各アウトプットは主として収集運搬・処分に関する現業体制の改善をめざして効果的に組み

合わさっている。尚、前述した外部要因の影響で、アウトプット1の達成は限定的となった。ま
た機材調達の遅れからアウトプット3の達成も計画を下回る結果となった。 

  

 ４－２－３ プロジェクト目標達成の阻害要因 

2-4の項で示したとおり、大統領選挙期間において、パナマ市行政関係者が選挙関連の業務に
忙殺され、結果としてプロジェクト活動を優先的に進めることが出来ず、プロジェクト運営に

強いイニシアティブを発揮できなかったことから、2008年末以降2009年5月（選挙）まではプロ
ジェクト活動の実施が制約された。中間評価以降はこのことがプロジェクト目標達成の阻害要

因となった。 

 

本プロジェクトでは、上述した阻害要因の影響で各アウトプットの貢献が限定的となり、プ

ロジェクト目標の達成が部分的に留まったことなどから、本プロジェクトの有効性は比較的低

いといえる。 
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４－３ 効率性（Efficiency） 

効率性とは投入とアウトプットの関係性を調べることによって、プロジェクト資源の有効活用

ができているかを見る評価項目である。収集車両の故障が頻発したこと、機材調達の遅れ、大統

領選挙期間に関連した活動の停滞などがプロジェクト後半における効率性に少なからず影響を与

えたといえる。 

 

 ４－３－１ 日本側の投入 

専門家派遣、研修員受け入れ、機材供与、及びローカルコスト負担に関しては、おおむね計

画どおり投入が実施されたといえる。第三国出身の専門家の起用が技術移転を効果的にしてい

ることが指摘されている。また本邦研修及びチリ国やドミニカ共和国における第三国研修はC/P
の意欲、士気を高め知識・技術レベルの向上に大きく役立っていることが、聞き取り調査で確

認された。また、新体制になってからはこれまで研修の機会が少なかった収集サービス実施部

門の人材や組合担当職員の研修参加の機会も増え、プロジェクトへの理解、技術的な知識、ス

キルの向上が図られたといえる。 

 

 ４－３－２ パナマ側の投入 

3-1-2の項のとおり、政権交代とそれに伴うDIMAUD組織編成の影響をうけ、上層部のC/P及び
これまで中心的な活躍をしてきた技術レベルのC/Pが2008年末から2009年中ごろにかけて離職
をした。このような人員の交替の影響は無視できないものの、在職のC/Pと新しく配置された人
員とが協力していけばプロジェクトの活動及び業務遂行は可能である。予算不足の影響で予定

されていた機材の調達が遅れたことで、メンテナンス部、苦情処理部（200 ASEO）、倉庫部の
活動が予定どおり開始されなかった。新規に調達した60台の収集車両の故障が相次いだことも
活動の停滞を引き起こした。収集車両の運転手やメンテナンスの機械工などに対する研修が徹

底されていなかったことに起因するものであり、今後の対処が必須である。 

 

 ４－３－３ プロジェクト運営管理体制 

大統領選挙期間において、パナマ市行政関係者が選挙関連の業務に忙殺され、彼らがプロジ

ェクト運営に強いイニシアティブを発揮できなかった、そのことで特に2008年末以降改善ルー
トの実施が滞った。また、2009年の政権交代でプロジェクト期間6カ月を残して上層部が離職し、
活動が中断された時期があった。尚、新体制下では、部署間のコミュニケーションの機会が増

え、連携体制が改善されている。新体制の前向きなアプローチでDIMAUDの職員の連携、関連
部署間の協力体制が強化されることが期待できる。 

本プロジェクトでは、上述のとおり日本側の投入はおおむね計画どおりなされたものの、パ

ナマ側の投入が外部要因の影響で一部遅延または停滞したこと、また投入を成果に転換する仕

組みとしてのプロジェクト運営管理体制が必ずしも適切に機能しなかったことから、本プロジ

ェクトの効率性は低いといえる。 

 

４－４ インパクト（Impact） 

 インパクトとは、プロジェクト実施によってもたらされるより長期的、間接的効果や波及効果

を見る評価項目であり、プロジェクト計画時に予期しなかった正・負のインパクトも含んでいる。 
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3-4の項で言及したとおり、本プロジェクト実施による上位目標達成見込み（経済面での波及効果
の見込み）を現時点で検証することは困難であるが、これまでのプロジェクト実施による波及効

果として、次の点が確認された。 

 

 ４－４－１ プラスのインパクト 

2007年の本邦研修「Waste Management Techniques for Central American Countries」に参加し
たC/Pは集合住宅におけるごみ貯留の改善案を自らのアクションプランとして提案した。帰国後
にこのアイデアを他のC/Pとともに検討し、ごみ貯留に関する規則案として取りまとめ、パナマ
市に提案した。その結果、パナマ市のごみ貯留に関する条例として、2009年6月29日に正式に施
行された24。本邦研修での学びの成果がプロジェクト全体で共有されさらに練り上げられて具体

的に条例として活かされたことは、本プロジェクト実施による大きな波及効果といえる。 

第三国研修はC/Pの知識やスキルの向上に役立っているだけでなく、受け入れ機関とのパート
ナーシップの醸成にも貢献した。第三国研修を通した二国間交流の結果、2008年にチリ国プロ
ビデンシア市とパナマ市との間に廃棄物管理に関する技術協定が結ばれ、今後両市は技術交換

を通してお互いに廃棄物管理の技術レベルの向上をめざすこととなった25。 

 

 ４－４－２ マイナスのインパクト 

今次調査での聞き取り調査では、プロジェクト実施によるマイナスのインパクトも確認され

ている。改善ルート実施の際に、収集スケジュールについて対象住民への周知がなされたが、

実施部門がスケジュールに併せて収集サービスを実施しなかったことで、住民の不信感を招い

てしまった事例がある。改善ルートの計画、実施、住民周知等の一連の業務を担当する関係部

署の緊密な連携体制が望まれる。 

 

４－５ 自立発展性（Sustainability） 

 自立発展性とは、わが国の協力が終了した後も、プロジェクト実施による便益が持続されるか

どうかを見る評価項目である。 

 

 ４－５－１ 政策面 

パナマ市では、経済発展に伴い一般ゴミ処分量が増加の傾向にあるが、それにともなう廃棄

物処理が完備されていない。新政権は環境問題を重要視しており、特にゴミ収集については住

民の意識改革などに力を入れており、関連の広報活動などを積極的に展開している。またパナ

マ市民のごみ収集サービスの改善へのニーズは高く、このような状況について収集サービスの

改善は急務であることから政府の政策支援は継続される見込みは極めて高い。 

 

 ４－５－２ 組織面 

DIMAUDの今後の組織運営は新体制の方針によるところが大きいが、パナマ市の清掃を担う
唯一の行政組織であり、引き続き廃棄物管理の重要な組織としての役割を担っていくものと考

                             
24 当該条例のオリジナルについては付属資料17を参照されたい。 
25 技術協定の合意書は付属資料18を参照されたい。 
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えられる。 

 

 ４－５－３ 財政的自立発展性 

現時点で今後の予算配分の見込みを検証することは困難である。本調査でのDIMAUD上層部
からの聞き取り調査によると、新体制では必要な予算の確保に継続的な努力をしていくとして

いる。 

 

 ４－５－４ 技術的自立発展性 

個々人の習得した知識・技術はパナマ側の現状に沿っており応用可能な有益なものであるこ

とが確認されている。それらの多くは現場で活用され、すでに現業体制に組み込まれている。

特に、廃棄物管理に関するデータベースの構築は収集サービス、メンテナンス、処分場運営の

改善を促進するだけでなく、出力される経営指標はDIMAUDの今後の運営方針を検討するうえ
でも大変役立つものである。またプロジェクトでは人員の異動などに対応すべく多種の業務マ

ニュアルやガイドブックを作成しており、これらのツールを有効に活用し、在職者及び新規に

配置された人材が互いに協力できれば、導入した技術の定着は見込める。更に、チリ国プロビ

デンシア市との技術交換協定は、相互の技術レベルの向上に役立つことが期待できる。 
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第５章 結論 
 

 本評価調査の結果から、本プロジェクト実施による効果発現に貢献した要因と問題を惹起した

要因について分析し、以下に取りまとめた。 

 

５－１ 効果発現に貢献した要因 

 ５－１－１ 計画内容に関すること 

  （1）技術移転項目選定の適切性 
個々人の習得した知識・技術はパナマ側の現状に沿っており現業体制に組み込まれる応用

可能な有益なものであった。特にJICA専門家によって導入されたデータ管理技術はパナマ側
の急務の課題となっている廃棄物管理の向上にとって適時にかなったものであり、妥当性を

高めた要因といえる。 

 

 ５－１－２ 実施プロセスに関すること 

  （1）第三国専門家の効果的活用 
同じ南米地域の第三国専門家を活用したことは、同じ西語でコミュニケーションが取れ、

また国の発展度合い等の条件も共通するところが多いため、C/Pの評価も高く、効率性に貢献
した要因といえる。 

 

  （2）第三国研修の効果的活用  
第三国研修は、近隣諸国間での知識や技術を交換し、相互に励ましあう機会として効果的

である。また自国の課題を第三者的な視点で見直す機会ともなり、相互のキャパシティ・デ

ィべロップメントを促進し、効率性に貢献した要因といえる。 

 

  （3）知識・技術の維持のための工夫 
本プロジェクトでは人事異動などの起こりうる変化に対応するため、業務マニュアルやガ

イドブックが多種作成された。新規に配置されたC/Pへの技術レベルの向上やプロジェクト終
了後の技術定着を助けるものである。このことは技術面の自立発展性を促進する要因となっ

ている。 

 

５－２ 問題点及び問題を惹起した要因 

 ５－２－１ 計画内容に関すること 

  （1）リスク回避に対する効果的な対策の欠如 
十分な収集車両を調達して、改善ルートを実施するなどプロジェクト活動推進にはパナマ

側の強いオーナーシップが期待されていた。しかしながら、予期せぬ要因のために車輌の調

達が遅延した。このような予期せぬ事態が発生した場合はどう対応するのか、プロジェクト

実施前にパナマ側、日本側双方で検討しておく必要があったといえる。このことは妥当性に

影響を与え、効率性を阻害した要因といえる。 
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 ５－２－２ 実施プロセスに関すること  

  （1）マネジメントレベルの強いイニシアティブの欠如 
大統領選挙期間において、パナマ市行政関係者が選挙関連の業務に忙殺され、彼らがプロ

ジェクト運営に強いイニシアティブを発揮しなかったことで活動が停滞した。また、新規調

達した収集車両使用に関する研修の必要性が実施部門から指摘されたものの、マネジメント

レベルの決定が下されなかったことで研修が行われず、その結果として十分な操作技術をも

たない運転手の操縦、また適切な修理技術を習得していない機械工による対応で新規車輌が

頻繁に故障する結果となった。このようなマネジメントレベルのイニシアティブの欠如は有

効性及び効率性を阻害した要因といえる。 

 

  （2）プロジェクト運営管理にかかるC/Pの巻き込みが不十分であったこと 
プロジェクト開始時に、本プロジェクトに関しての情報（プロジェクトの目標、活動内容、

関係者等）が、プロジェクトとのかかわりが深かった計画部門からそれ以外の部署へうまく

共有されなかったことにより、部署間の連携、組織内での協力体制構築がなかなか進まず、

プロジェクト活動の進捗を阻害する結果となった。こうした問題は、有効性を阻害した要因

といえる。 

 

  （3）メンテナンス、倉庫、800ASEOにおける機材調達の遅れ 
メンテナンス、倉庫、800ASEOにデータベースを構築するためにパナマ側は独自に数台の

PCを購入する計画であったが、予算不足から予定された時期までに機材を調達することがで
きなかった。その結果として、当該部門でのデータベース構築の技術移転が計画よりも遅れ

ることとなった。こうした問題は効率性を阻害した要因といえる。 

 

５－３ 結論 

合同評価調査の結果を踏まえ、終了時評価時点において、妥当性は高いものの、以下の理由か

ら、有効性、効率性は低いと判断され、また、プロジェクト目標は“部分的に達成された”とい

う評価となった。また、第三国研修を通じてチリ国プロビデンシア市とパナマ市の間に技術協定

が結ばれるなどいくつかの正のインパクトが見られる。廃棄物管理は今後もパナマ市にとって引

き続き重要な課題となることから、政策面、組織面、財政面での自立発展性は高いといえ、技術

面ではDIMAUDが本プロジェクトの成果を活用して活動を広げていくことで自立発展性が高まる
と判断される。 

有効性、効率性は低いと判断され、また、プロジェクト目標は“部分的に達成された”という

評価となったのは、収集サービス改善をめざした改善ルートの実施が限定的となったことが主な

要因であるが、その背景には①選挙活動期間において、トップマネジメントレベルの強いイニシ

アティブがなかったこと、②収集車両の絶対数及び収集サービス実施の要員が不足していたこと、

③計画部門、実施部門、その他関連の部門間のコミュニケーション、協力が制約されていたこと、

④現場レベルの人員の変化に対する抵抗があったことなど、実務部門が改善ルート実施に協力で

きなかったいくつかの要因があった。これらの阻害要因により、プロジェクト活動に影響が出た

ものの、一方で本プロジェクト実施によってDIMAUDのキャパシティが確実に向上していること
は確認できた。特に、収集ルートの設計ができるようになり、車輌の維持管理が効果的になり、
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民間委託になった最終処分場の監督が順調になされるとともに、情報管理の統合と関連のマニュ

アルとガイドブックの作成ができた。今後、実施が限定的となった改善ルートの実施を進捗させ

るためには、日本側が追加的な投入を行うというよりはむしろ、新体制の下でDIMAUDが強いイ
ニシアティブを発揮し、本プロジェクトの成果を活用していくことが必要である。上記の理由か

ら、本プロジェクトは予定どおり2009年12月で終了可能と判断される。 
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第６章 提言と教訓 
 

６－１ 提言 

1．プロジェクトの自立発展をはかるために、プロジェクトによって構築された情報管理システム
や各種業務マニュアルなどを活用し、組織に定着させる必要がある。その際に、適切な人員配置、

組織内での研修、予算手当て等を実施することが重要である。 

 

2．収集サービスの改善を達成するためには、再設計されたルートに基づいて収集作業を確実に実
施に移すことが重要である。そのために、追加の収集車両の確保とともに、既存車両のメンテナ

ンスを行い、新しい車両のメンテナンスに関するトレーニングを行う必要がある。 

 

3．新しい組織体制のもとで、部門への権限委譲や上下間及び部門間のコミュニケーションの改善
が実施されつつあるところ、これを引き続き強化することが望まれる。 

 

4．市民の協力を得るためには、継続的な啓発が重要である。プロジェクトで作成したパンフレッ
ト等の広報ツールを活用し、一般市民に対する働きかけを強化することが必要である。 

 

5．日本の協力により策定された廃棄物マスタープラン（2003年）や2009年2月にプロジェクトに
よって提言された戦略計画が十分検討され、市及びDIMAUDの今後の方針や政策の中に取り入れ
られることを期待する。 

 

６－２ 教訓 

1．先方負担を外部条件として構成しているため、先方負担事項の遅滞がプロジェクト全体に及ぼ
した影響が大きい。プロジェクトのフレームワークを考慮するにあたって、先方負担事項が大き

い場合には外部条件に入れ込むだけでなく、それが実施されなかった場合にどのような対処方法

があるか、対応を行うのかをあらかじめC/P側と協議して合意を図っておくことが重要である。 
 

2．当初、DIMAUDの計画部門を中心としてプロジェクト活動を実施したため、実際の廃棄物管理
サービスの担い手である実施部門のプロジェクトへの巻き込みが不十分であった。その結果、計

画部門のキャパシティは向上したものの、作られた計画が実施に移されないという問題が発生し

た。それに加え、プロジェクトの実施が関係者の既得権益を侵す部分もあったため、一部の関係

者がプロジェクトの実施に非協力的であるという問題もあった。前者の問題は、プロジェクトの

形成段階で、C/Pメンバーの構成及び活動の組立に留意してプロジェクト内容を検討する、ステー
クホルダーを集めたワークショップを実施して統一見解をまとめるといった対応が考えられるが、

後者の問題は専門家の努力だけでは解決が難しく、C/P機関の上層部によるトップダウン方式の意
思決定を促すことが重要である。 
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